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１１１   住住住まままいいいののの支支支援援援   

○借上げ住宅の提供 

① 借上げ住宅（民間賃貸住宅）の提供 

対 象 者 県内の借上げ住宅に入居する避難者 

予 算 額 ３７２，３４１千円 

事業の内容 
 県が民間賃貸住宅の貸主と賃貸借契約を締結し、避難者に借上げ住宅 

を提供しています。 

申請方法等  － 

問い合わせ先 
土木部建築指導課 

（民間借上げ住宅担当） 
電話番号 ０２４－５２１－５７６４ 

 

 

② 入退去管理の支援 

対 象 者 県内の借上げ住宅に入居する避難者 

予 算 額 ２８，７２９千円 

事業の内容 
 避難者のための住宅対策として行っている借上げ住宅について、解約、 

一部新規入居等の円滑な事務手続きを行います。 

申請方法等  － 

問い合わせ先 
土木部建築指導課 

（民間借上げ住宅担当） 
電話番号 ０２４－５２１－５７６４ 

 

○復興公営住宅の整備、住宅再建等の支援 

① 復興公営住宅の整備 

対 象 者 原子力災害による避難者等（下記「事業の内容」のとおり） 

事業等の名称 復興公営住宅整備促進事業 

予 算 額 ５，４１９，５８３千円 

事業の内容 

 原子力災害により避難の継続を余儀なくされている避難者に対し、福 

島県第二次復興公営住宅整備計画に基づき、平成３０年度末までに 

４，７６７戸の復興公営住宅を整備しました。 

引き続き保留している団地については、入居の需要に応じて整備し 

ます。 

（対象者） 

１ 募集開始時に避難指示区域から避難している方（居住制限者） 

２ 避難指示が解除された区域に存する住宅に、平成２３年３月１１日 

に居住していた方で、現に住宅に困窮している方（旧居住制限者） 

３ 東日本大震災で発生した地震又は津波により被災した方で、現に住 

宅に困窮している方（地震・津波被災者） 
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４ 平成２３年３月１１日時点で中通り、浜通り（避難指示が継続して 

いる区域を除く）に居住していた方で、現に住宅に困窮している方 

（子ども・被災者支援法に定める「支援対象避難者」） 

※ 対象者の上記区分によって、募集の対象団地が異なることがあり

ますので、ご留意願います。 

申請方法等 

 入居に関しては、要件が必要な場合がありますので、復興公営住宅入

居支援センターに御相談ください。 

 また、募集の詳細（対象団地、応募要件等）については、入居支援セ

ンターのホームページ等でもお知らせします。 

 復興公営住宅 入居 検索 

問い合わせ先 

①復興公営住宅入居支援セン

ター 

②土木部建築住宅課 

（復興・仮設住宅担当） 

電話番号 
①０２４－５２２－３３２０ 

②０２４－５２１－８１８７ 

 

 

② 帰還者向け災害公営住宅等の整備 

対 象 者 双葉町への帰還者又は双葉町への転入者 

事業等の名称 帰還者向け災害公営住宅等整備促進事業 

予 算 額 ３，２１１，７０７千円 

事業の内容 

 原子力災害により避難を余儀なくされている双葉町民の居住の 

安定確保及び避難指示解除に向けた新規転入者の定住を図るため、 

双葉駅西側地区の帰還者向け災害公営住宅等を県が代行で整備し 

ます。 

申請方法等  － 

問い合わせ先 
土木部建築住宅課 

（復興・仮設住宅担当） 
電話番号 ０２４－５２１－８１８７ 

 

 

③ 「住んでふくしま」空き家対策総合支援事業 

対 象 者 空き家を購入又は賃借して改修を行う被災者等 

予 算 額 １４６，０００千円 

事業の内容 

 被災者の住宅再建や定住人口の確保、空き家問題の改善等を促進する 

ため、被災者・避難者や県外からの移住者等が自ら居住するために行う 

空き家のリフォーム等を支援します。（最大２５０万円） 

 【補助額】 

  １ リフォーム：工事費の２分の１（最大１５０万円） 

   ※空き家バンク利用加算 ２０万円 

   ※ゆとり面積加算    １０万円／人（最大５０万円） 

 ２ ハウスクリーニング等：最大３０万円 

 ３ 除却（建替の場合）：工事費の２分の１（最大８０万円） 

申請方法等  空き家の所在地を管轄する県建設事務所に御相談ください。 

問い合わせ先 
土木部建築指導課 

（民間建築担当） 
電話番号 ０２４－５２１－７５２８ 
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④ 被災者生活再建支援制度 

対 象 者 

○地震、津波により居住していた住宅が全壊、大規模半壊の被害を受け

た世帯 

○地震、津波により居住していた住宅が半壊の被害を受け、その住宅を

やむを得ず解体した世帯 

予 算 額 － 千円 

事業の内容 

自然災害により生活基盤に著しい被害を受けた世帯に対し、都道府県

が相互扶助の観点から拠出した基金を活用して支援金を支給します。 

〈支給額〉 

・基礎支援金（被害の程度により支給）最大 100 万円 

・加算支援金（住宅の再建方法により支給）最大 200 万円 

〈申請期間〉 

・基礎支援金（令和 5 年 4 月 10 日まで） 

 対象市町村：楢葉町、富岡町、大熊町、双葉町、浪江町、飯舘村（6

市町村） 

・加算支援金（令和 5 年 4 月 10 日まで） 

 対象市町村：いわき市、相馬市、広野町、楢葉町、富岡町、大熊町、

双葉町、浪江町、新地町、飯舘村（10 市町村） 

申請方法等 

申請書に必要書類を添付して被災の際に居住していた各市町村窓口で

申請してください。 

〈必要書類〉 

 ・被災者生活再建支援金支給申請書 

・住民票（被災当時の居住状況が確認できるもの） 

・罹災証明書 

・預金通帳の写し 

・契約書の写し 

・その他必要書類 

問い合わせ先 避難地域復興局生活拠点課 電話番号 ０２４－５２１－８３０６ 

 

⑤ ふるさと帰還支援事業 

対 象 者 避難指示解除区域を有する市町村 

予 算 額 １５，８４０千円 

事業の内容 

 県内外の応急仮設住宅等から避難指示が解除された避難元へ住宅を移

転した避難世帯に移転等費用を市町村が補助するとき、当該市町村に補

助金を交付する。 

○対象期間 

 避難指示解除から応急仮設住宅供与期間終了までの間の期間 

 ※市町村ごとに事業内容が異なるため、詳しくは避難元市町村に 

お問い合わせください。 

申請方法等 避難元市町村にお問い合わせください。 

問い合わせ先 避難地域復興局避難者支援課 電話番号 ０２４－５２１－８３１８ 
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⑥  福島県避難市町村生活再建支援事業 

（避難市町村家賃等支援事業助成金） 

対 象 者 

応急仮設住宅の供与が令和 5 年３月末まで一律延長された大熊町及び

双葉町から避難し、やむを得ない事情により、東京電力からの家賃賠償

終了後又は応急仮設住宅等からの移転後、継続して賃貸住宅等へ居住す

ることを余儀なくされ、家賃等の支援を必要とする次のいずれかの世帯

を助成対象とします。 

１ 東京電力から平成 30年３月分までの家賃賠償を受け、継続して賃 

貸住宅等に居住している世帯 

２ 応急仮設住宅等から賃貸住宅等へ移転（※）後、これまでに本事業

の助成を受け、継続して賃貸住宅等に居住している世帯 

（※） 平成 30 年４月１日から平成 31 年３月 31 日までの間に応急仮設

住宅等の退去を決定して令和元年６月 30 日までに賃貸住宅等へ移

転 

 

【注意事項】 

居住可能な持ち家を有する世帯は、助成対象外です。ただし、通院や高

校生以下の通学など、被災時の世帯の一部が別の賃貸住宅等に居住せざ

るを得ない場合は、助成の対象とする場合があります。 

予 算 額 ９５８，２７５千円 

事業の内容 

１ 助成対象期間 

 令和４年４月１日から令和５年３月 31日まで 

２ 助成金の額（次の(1)＋(2)） 

(1) 家賃（共益費、管理費を含む。） 

賃貸住宅等１戸につき、令和４年３月の助成額が上限となります。

初めて本事業の助成を受ける場合で、助成額が６万円以上の場合、

入居者４人までは月６万円（５人以上は月９万円）となります。 

 (2) 更新手数料 

   令和４年４月１日から令和５年３月 31日までの間に更新時期を迎

える当該賃貸住宅等の賃貸借契約に記載された金額 

３ 詳細は、下記問い合わせ先にご連絡ください。 

 

問い合わせ先 
福島県家賃等支援

事務センター 
電話番号 ０１２０－９００－７７５ 

 

⑦  避難者住宅確保・移転サポート事業 

対 象 者 
１ 応急仮設住宅の供与が継続する世帯 

２ 上記のほか、新たな住宅確保に向けた支援が必要な世帯 

予 算 額 ９，６５２千円 

事業の内容 

福島、茨城、栃木、埼玉、千葉、東京、神奈川及び新潟の各都県で、

応急仮設住宅の供与期間終了後の新たな住まいの確保を支援するため、

「避難者住宅確保・移転サポート事業」を実施しています。 

ご自分で住宅を見つけられずお困りの方に、物件探しや契約時の書類

作成などの支援を行い、生活再建を後押しします。 
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 (支援の内容) 

１ 住まいの確保に関する電話・訪問による相談対応 

２ 空き物件情報の収集・提供 

３ 不動産業者への同行等による物件探しの支援 

４ 不動産業者等との契約手続きに関する支援 

５ 運送業者との契約手続きに関する支援(転居が必要な場合) 

 

問い合わせ

先 

団体名 電話番号 

(福島県) 

特定非営利活動法人市民協福島 

０２４－５７２－４２６６ 

(茨城県) 

一般社団法人ふうあいねっと 

０２９－２４１－５８０３ 

０７０－３１８２－４０４４ 

(栃木県) 

一般社団法人栃木県社会福祉士会 

０２８－６００－１７２５ 

(埼玉県) 

公益社団法人埼玉県社会福祉士会 

０４８－７６２－６０１２ 

(千葉県) 

特定非営利活動法人ちば市民活動・

市民事業サポートクラブ 

０８０－５４１８－７２８６ 

(東京都) 

社会福祉法人やまて福祉会 

０８０－４１７３－５７９６ 

(神奈川県) 

中高年事業団やまて企業組合 

川崎支店 

０４４－８２９－００５６ 

(新潟県) 

公益社団法人新潟県社会福祉士会 

０２５－２１１－２１１１ 
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２２２   仕仕仕事事事のののこここととと   

○経営・事業継続の支援 （商工業） 

① ふくしま復興特別資金 

対 象 者 東日本大震災により事業活動に影響を受けた県内の中小企業者 

融 資 枠 ５０，０００，０００千円 

事業の内容 

上記対象者に運転資金・設備資金を融資します。 

 

※責任共有制度を除く保証協会の保証付き既存借入金の借換・一本化

が可能です。 

・ 融資限度 ８，０００万円 ・融資期間 １５年以内（うち据置３年以内） 

 

申請方法等 
 福島県内の金融機関（銀行、信用金庫、信用組合、商工中金）に 

お申込みください。 

問い合わせ先 商工労働部経営金融課 電話番号 ０２４－５２１－７２８８ 

 

 

② 中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業 

対 象 者 
震災時に被災１２市町村及び津波浸水地域内（いわき市、相馬市、新

地町）で事業を行っていた中小企業者等 

予 算 額 １，９２１，２０３千円 

事業の内容 

 東日本大震災及び原発事故により甚大な被害を受けた県内産業の復旧 

・復興を効果的に促進するため、復興をリードする地域経済の中核的な 

中小企業等グループが復興事業計画を策定し、県の認定を受けた場合に、 

施設・設備、修繕等に要する経費の一部を補助します。 

 

【一般枠 被災三県（福島、宮城、岩手）共通】 

  対象者 津波浸水地域又は警戒区域等が見直された地域を含む市町

村内に事業所を有する事業者 

     ※ただし、復旧に必要な土地造成が復興・創生期間の最終年

度に完成する地区など、事業者の責に帰さない事由により

これまで復旧を行うことができなかった事業者に限られま

す。 

 【特別枠 福島県のみ適用】 

  対象者 警戒区域等が見直された地域に帰還（区域内の移転含む。）

して、事業を再開する事業者 

申請方法等 

 公募期間（年２回） 

 第１回目：令和３年４月下旬～６月上旬 

 第２回目：未定（国と調整中） 

詳しくは下記問い合わせ先に御相談ください。 

問い合わせ先 商工労働部経営金融課 電話番号 ０２４－５７２－７００１ 
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③原子力災害被災事業者事業再開等支援事業 

対 象 者  震災時に被災１２市町村で事業を行っていた中小事業者 

予 算 額 １，８８８，３９８千円 

事業の内容 

被災１２市町村において原子力災害によって被災した中小・小規模

事業者の事業・生業の再建を支援し、併せて当該地域における働く場

の創出や、買い物する場など、まち機能の早期回復を図るため、事業

再開等に要する初期投資費用の一部を補助します。 

 

１ 補助対象事業 

①１２市町村内において事業再開や新規投資、販路開拓等の事業展開

投資（以下「事業再開等（※）」という。）を行う場合 

②原子力災害後、休業していた者又は休業していたとみなせる者で、

１２市町村外において事業再開等（※）を行う場合 

※ 原子力災害前の事業とは異なる業種での再開（転業再開）を含む。 

 

２ 補助率 

①の場合：３／４以内（ただし、帰還困難区域、特定復興再生拠点区

域又は大熊町若しくは双葉町の旧居住制限区域若しくは旧避難指示

解除準備区域において事業再開等を行う場合については４／５以

内） 

②の場合：１／３以内（ただし、帰還困難区域、特定復興再生拠点区

域又は大熊町若しくは双葉町の旧居住制限区域若しくは旧避難指示

解除準備区域において原子力災害発生時に事業を行っていた事業者

で、当該区域への帰還意向を有する者については３／４以内） 

 

３ 補助対象経費限度額 

 原則１，０００万円（一定の要件を満たすことを市町村が確認した

場合は、３，０００万円（帰還困難区域、特定復興再生拠点区域又は

大熊町若しくは双葉町の旧居住制限区域若しくは旧避難指示解除準備

区域において事業再開等を行う場合については４，０００万円以内）） 

申請方法等 

県に郵送により申請します。 

公募期間：令和４年３月２２日（火）～８月１５日（月） 

公募締切（１回目）：令和４年４月２８日（木） 

     （２回目）：令和４年８月１５日（月）（年度内最終締切） 

詳しくは問い合わせ先にご相談ください。 

問い合わせ先 商工労働部経営金融課 電話番号 ０２４－５７２－７０１９ 

 

 

④原子力災害被災地域創業等支援事業 

対 象 者 

・被災１２市町村内において創業する者 

・原子力災害発生時に被災１２市町村内において事業を行っていなかっ

た事業者であって１２市町村内で事業展開を行う者 

予 算 額 ４５１，８５０千円 
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事業の内容 

被災１２市町村内において民間団体が行う、１２市町村内における創

業や１２市町村内での事業展開の取組を支援し、働く場・買い物する場

などまち機能の早期回復を図るため、創業等に要する費用の一部を補助

します。 

 ・補助率：２／３以内 

  （帰還困難区域、特定復興再生拠点区域又は大熊町若しくは双葉町

の旧居住制限区域若しくは旧避難指示解除準備区域において創業等

を行う場合については３／４以内） 

 ・補助対象経費限度額 １，０００万円 

  （帰還困難区域、特定復興再生拠点区域又は大熊町若しくは双葉町

の旧居住制限区域若しくは旧避難指示解除準備区域において創業等

を行う場合については３，０００万円以内） 

申請方法等 

県に郵送により申請します。 

公募期間：令和４年３月３０日（水）～１０月１７日（月） 

公募締切（１回目）：令和４年５月２３日（月） 

    （２回目）：令和４年１０月１７日（月）（年度内最終締切） 

詳しくは問い合わせ先にご相談ください。 

問い合わせ先 商工労働部経営金融課 電話番号 ０２４－５７２－７０１９ 

 

 

⑤ 中小企業等復旧・復興支援事業 

対 象 者 

・東日本大震災の津波により事業用建物が半壊以上の被害を受けた中小

企業等 

・原子力発電所事故による避難解除等区域に事業所があった中小企業等 

予 算 額 ２１１，０８４千円 

事業の内容 
上記対象者に、事業再開に必要な経費（仮操業中の空き工場・店舗等 

の借上費用など）の一部を補助します。 

申請方法等  下記問い合わせ先に御相談ください。 

問い合わせ先 商工労働部企業立地課 電話番号 ０２４－５２１－７８８２ 

 

 

⑥ 空き工場等の紹介 

対 象 者 事業再開に向けて県内での移転先を探している事業者 

予 算 額 － 千円 

事業の内容  上記対象者に、空き工場、倉庫、工業用地等の情報を提供します。 

申請方法等  下記問い合わせ先に御相談ください。 

問い合わせ先 商工労働部企業立地課 電話番号 ０２４－５２１－７９１６ 

 

 

⑦ 被災中小企業施設・設備整備支援事業 

対 象 者 以下のいずれかに該当する方 
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①中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業の認定を受けた復興事業

計画に記載されている被災中小企業者 

②施設復旧事業を行う商工会・県商工会連合会・商工会議所 

③独立行政法人中小企業基盤整備機構が整備する仮設工場、事業場等に

入居する中小企業者 

④津波・原子力災害被災地域雇用創出企業立地補助事業（商業施設等復

興整備補助事業：民設商業施設整備型）の交付決定を受けた補助事業

者（被災中小企業者分に相当する範囲に限る） 

予 算 額 － 千円 

事業の内容 

 東日本大震災により被害を受けた中小企業者等が施設・設備の整備を 

行う場合に、（公財）福島県産業振興センターを通じて長期・無利子で 

融資します。 

 

・融資期間 ２０年以内（うち据置５年以内） 

 

申請方法等 （公財）福島県産業振興センターにお申し込みください。 

問い合わせ先 (公財)福島県産業振興センター 電話番号 ０２４－５２５－４０７５ 

 

 

⑧ 特定地域中小企業特別資金 

対 象 者 

原子力災害による避難解除区域等（下記③は被災１２市町村）に事業

所を有し、県内の移転先又は避難指示が解除された区域等において事業

を継続・再開する中小企業 

予 算 額 － 千円 

事業の内容 

上記対象者に対し、以下により必要な資金を無利子で融資します。 

① 県内へ移転し事業再開・継続（A 資金） 

② 解除地域等で事業再開・継続（B 資金） 

③ 事業再開等補助金により県内又は県外で事業再開・展開（C 資金） 

 ・融資限度 ①、②は各３，０００万円 

③は補助事業上限額×1.2－補助金額 

 ・融資期間 ２０年以内（うち据置５年以内） 

 

申請方法等 
 県内の商工会議所、商工会又は（公財）福島県産業振興センターに 

お申込みください。 

問い合わせ先 (公財)福島県産業振興センター 電話番号 ０２４－５２５－４０１９ 

 

 

⑨ 福島相双復興官民合同チームによる事業・生業・生活の再建の支援事業 

対 象 者 
・原子力被災１２市町村において、当時事業を営まれていた事業者 

・原子力被災１２市町村において、創業等に取り組もうとする方 

事業の内容 

 事業者の皆さまへの個別訪問等により、事業の方向性のご意向やご要

望に関するお話を伺います。 

 その上で、事業再建計画の策定支援、国や県等の支援策の紹介、生活

再建に向けた支援等を個別に実施してまいります。 
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申請方法等 福島相双復興官民合同チームにお気軽にお問い合わせください。 

問い合わせ先 福島相双復興官民合同チーム 電話番号 ０２４－５０２－１１１７ 

 

○経営・事業継続の支援 （農林水産業） 

① 福島県営農再開支援事業 

対 象 者 市町村、農業協同組合、農業者団体 

予 算 額 ４，５５４，３４８千円 

事業の内容 

 原子力発電所事故の影響により、生産の断念を余儀なくされた避難区 

域等における営農再開に向けた一連の取組を支援します。 

【主な支援内容】※県が事業実施主体の事業を除く 

１ 避難区域等*を対象とした支援 

(1) 除染後農地等の保全管理 

営農再開までの農地等における除草等の保全管理等に対する支

援 

(2) 鳥獣被害防止緊急対策 

被害防止活動の実施や被害防止施設の整備などの取組に対する

支援 

(3) 営農再開に向けた作付・飼養実証 

基準値を下回る農作物や安全な畜産物が生産ができることを確

認するための作付や乳牛及び肉用牛の飼養の実証に対する支援 

(4) 避難からすぐに帰還しない農家の農地を管理耕作する者への支援 

営農再開するまでの間、一時的に行う管理耕作に対する支援 

(5) 放射性物質の交差汚染防止対策 

放射性物質に汚染された籾すり機等による米の汚染を防止する

取組を支援 

(6) 新たな農業への転換支援 

土地利用作物における大区画化、組織的経営による営農再開の

取組や園芸作物における新たな栽培・品目への転換等の取組を支

援 

 (7) 家畜の導入支援 

    営農再開等に必要となる家畜導入の取組を支援 

(8) 水稲の作付再開支援 

次年度に作付再開が見込まれる水田における耕盤再形成や再均

平化のための代かき等の取組を支援 

 (9) 除染後農地の地力回復支援 

除染特別地域で表土剥ぎによる除染を実施したほ場における、

たい肥等の調達経費・散布経費、大型機械による深耕を行うため

の経費等を支援 

(10)地域営農再開ビジョン策定支援 
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営農再開に向けて、農業者の意向把握、担い手の再編、農地の

集積など地域営農の展望（ビジョン）を総合的に検討するための

取組を支援 

 (11)先端技術等を活用した大規模な営農再開拠点構築に向けた支援 

    大規模な営農再開拠点を構築するため、先端技術の実装、新規

作物の導入、管理耕作等を一体的に進める取組を支援 

２ 県全体を対象とした支援 

(1) 放射性物質の吸収抑制対策 

吸収抑制資材の施用などの取組を支援 

(2) 吸収抑制対策の効果的な実施体制の整備 

３ 特認事業 

(1) 営農再開に向けた復興組合支援（避難区域等） 

復興組合等が営農再開支援事業を実施する際に必要な経費を支

援 

(2) 稲作生産環境再生対策（避難区域等又は県内全域） 

作付再開水田における畦畔等の修復、追加的に必要となった雑

草等防除、避難区域以外の地域における交差汚染防止対策などの

取組を支援 

(3) 斑点米対策（避難区域等） 

カメムシ類による斑点米の被害に対して、品質向上を図るため

の機器のリース経費を支援 

  (4) 作付再開水田の漏水対策（避難区域等） 

     作付再開を円滑に推進するため、通常の営農活動に追加して行

う漏水対策を支援   

 (5)「たらめの」生産再開支援（避難区域等） 

     管理を再開した「たらのき」園地における追加的防除及び改植

を支援 

(6）避難指示解除区域における飼料生産供給対策（避難区域等） 

    避難指示区域等で生産された飼料の広域的な需要先とのマッチ

ング及び生産された流通体制の確立、飼料分析等を支援 

（7）除染後牧草の品質・生産性回復対策 

    原発事故後に除染と吸収抑制対策（カリ質肥料の散布）を実施

した牧草地を対象として、苦土石灰等の購入経費を支援 

 (8) 集落等単位で農地を作付け管理する地域への支援（避難区域等） 

集落等の農業者が共同で取り組む組織計画づくり、実践モデル

ほ場の設置、作付管理等を支援 

(9) 避難区域等における農業者等の確保支援（避難区域等） 

    新規就農者や参入企業等の受入体制整備に向けた取組を支援 

(10)担い手への農地集積に向けた準備への支援（避難区域等） 

     将来担い手へ集積し営農再開することが見込まれる農地につい

て、一定期間、農地の除草等の取組を支援 

(11)作付再開水田の均平化支援（避難区域等） 

     新たに水稲等の作付を再開する農地又は再開して間もない農地

において、大型機械による乾土均平の取組を支援 

(12)公共牧場等の再生利用支援     

原発事故に起因して荒廃または生産性が低下した公共牧場等の

再生・利用再開に必要な取組を支援 
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・補助率 定額又は１／２以内 ほか 

* 避難区域等とは、平成 25年２月現在における警戒区域、計画的避難区

域、旧緊急時避難準備区域、帰還困難区域、居住制限区域、避難指示解

除準備区域及び稲の作付制限区域をいう。 

申請方法等  各農林事務所、農業振興課へ御相談ください。 

問い合わせ先 農林水産部農業振興課 電話番号 ０２４－５２１－７３４４ 

 

② 農家経営安定資金 （原発事故対策緊急支援資金） 

対 象 者 原発事故により農業経営に影響を受けている農業者等 

予 算 額 融資枠 １００，０００千円 

事業の内容 

 上記対象者に資金を融通します。 

・対象経費 

① 原発事故に伴う出荷制限の指示や出荷自粛、風評被害等により農

業収入が減少又は農業支出が増加した農業者等が、営農のため緊急

に必要とする運転資金（簡易な施設等の整備を含む）〔営農継続資金〕 

② 原発事故の影響により、福島県内において営農再開する避難農業

者等及び作付制限区域等において作付再開する農業者等が必要とす

る運転資金及び施設等の取得に必要な資金〔営農再開資金〕 

・貸付限度額 個人 1,000万円、法人・団体 1,200万円 

・貸付利率  ０．３％以内（農協取扱いは無利子） 

       （令和３年度）※４月１日時点に利率改定 

・償還期限  １０年以内（うち据置３年以内） 

 

〔融資機関〕県内各総合農協、県酪農協、福島銀行、大東銀行、東邦銀

行、信用金庫（福島、二本松、郡山、須賀川、会津） 

申請方法等  各融資機関にお申込みください。 

問い合わせ先 農林水産部農業経済課 電話番号 ０２４－５２１－７３４９ 

 

 

③ 農業近代化資金 （復興） 

対 象 者 

認定農業者等であって次のいずれかの要件に該当する者 

ア 原子力被災１２市町村の農業者で、営農を再開し２年を経過した者 

イ 原子力被災１２市町村の農業者で、避難先において営農を再開し２

年を経過した者 

ウ 原子力被災１２市町村の農業者と共同で、農業を営む法人又は団体 

エ 原子力被災１２市町村の農業者を雇用し、農業を営む法人又は団体 

オ 原発事故に伴う出荷制限の指示や出荷自粛、風評被害等により農業

収入が減少又は農業支出が増加した農業者等 

予 算 額 融資枠３６０，０００千円 
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事業の内容 

上記対象者に資金を融通します。 

 

・対象経費  次に掲げる経費 

 ア 畜舎、農機具、その他施設等の改良・造成・取得資金 

 イ 果樹等の植栽・育成資金 

 ウ 家畜の購入・育成資金 

 エ 小土地改良資金 

 オ 長期運転資金 

・貸付限度額 個人： １，８００万円 

       法人： ２億円 

・貸付利率  ０．５％（農協取扱いは当初５年間無利子） 

（令和４年３月１８日現在） 

※景気情勢により毎月変動する 

・償還期限  ７～20 年以内（うち据置２～７年以内） 

※対象経費による 

・優遇措置 借受者が福島県農業信用基金協会に支払う保証料の１／２

を補助する。 

 

〔融資機関〕 

県内各総合農協、県酪農協、東邦銀行、福島銀行、大東銀行、常陽銀

行、第四銀行、信用金庫（福島、二本松、郡山、須賀川、白河、会津、 

ひまわり）、農林中央金庫 

申請方法等  各融資機関にお申込みください。 

問い合わせ先 農林水産部農業経済課 電話番号 ０２４－５２１－７３４９ 

 

 

④ 東日本大震災漁業経営対策特別資金 

対 象 者 
東日本大震災及び原発事故の影響により被害を受けている漁業者 

及び水産加工業者 

予 算 額 融資枠１００，０００千円 

事業の内容 

 上記対象者に、消失した漁具・設備などの購入や、経営維持に必要な 

資金等を融通します。 

 

・貸付限度額 個人５００万円、法人７００万円 

・貸付利率  無利子 

・償還期限  １０年以内（うち据置３年以内） 

 

〔融資機関〕 

県信用漁業協同組合連合会 

申請方法等  県信用漁業協同組合連合会にお申し込みください。 

問い合わせ先 農林水産部水産課 電話番号 ０２４－５２１－７３７９ 

 

 

⑤ 農家の意向把握 （営農相談等） 

対 象 者 地震・津波被害や原発事故で被災した農家 
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予 算 額 － 千円 

事業の内容 
 各農林事務所（農業振興普及部）や各農業普及所では、上記対象者か 

らの営農に関する相談を受け付けています。 

申請方法等  下記問い合わせ先にお問い合わせください。 

問い合わせ先 

県北農林事務所農業振興普及部 

      伊達農業普及所 

      安達農業普及所 

県中農林事務所農業振興普及部 

      田村農業普及所 

      須賀川農業普及所 

県南農林事務所農業振興普及部 

会津農林事務所農業振興普及部 

      喜多方農業普及所 

      会津坂下農業普及所 

南会津農林事務所農業振興普及部 

相双農林事務所農業振興普及部 

        双葉農業普及所 

いわき農林事務所農業振興普及部 

電話番号 

０２４－５２１－２６０９

０２４－５７５－３１８１ 

０２４３－２２－１１２７ 

０２４－９３５－１３２１ 

０２４７－６２－３１１３ 

０２４８－７５－２１８１ 

０２４８－２３－１５６３ 

０２４２－２９－５３０７ 

０２４１－２４－５７４２ 

０２４２－８３－２１１２ 

０２４１－６２－５２６４ 

０２４４－２６－１１５１ 

０２４０－２３－６４７４ 

０２４６－２４－６１６２ 

 

 

⑥ 原子力被災 12市町村農業者支援事業 

対 象 者 
被災 12 市町村において、営農再開や規模拡大、新規作物の導入等を行

う農業者等（農業者、集落営農組織、農業法人等） 

予 算 額 ８０９，４４５千円 

事業の内容 

原子力被災 12 市町村において、営農再開等を行う場合に必要となる農

業用機械、施設、種苗等の導入の取組に必要な経費を助成します。 

 

１ 対象経費 

(1) 農業用機械等の導入に要する経費 

   農産物の生産、流通、販売に必要な機械 

(2) 施設の整備等に要する経費 

    農産物の生産に必要な施設 

(3) 施設の撤去に要する費用 

    上記(2)の施設の導入に必要な撤去 

(4) 果樹の新植・改植、花き等の種苗等の導入に要する経費 

  花き等の種苗等：複数年使用するもの 

２ 補助率：３／４以内ほか 

３ 補助対象経費の上限額：1,000 万円 

（市町村が特に認める場合は 3,000 万円） 

申請方法等 県北・県中・相双農林事務所、農業振興課へお問い合わせ下さい。 
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問い合わせ先 

農林水産部農業振興課 

県北農林事務所農業振興普及部 

県中農林事務所農業振興普及部 

相双農林事務所農業振興普及部 

電話番号 

０２４－５２１－７３４４ 

０２４－５２１－２６０３ 

０２４－９３５－１３０１ 

０２４４－２６－１１４８ 

 

 

⑦ 避難農業者経営再開支援事業 

対 象 者 
原子力被災 12 市町村外（県外含む。）の移住先や避難先において、農

業経営の開始等を行う農業者 

予 算 額 １１，００３千円 

事業の内容 

原子力被災 12 市町村から避難している農業者が、当該市町村外（県外

を含む。）の移住先や避難先において、営農再開等を行う場合に必要とな

る農業用機械、施設、家畜等の導入の取組に必要な経費を助成します。 

１ 対象経費 

(1) 農業用機械等の導入に要する経費 

   農産物の生産、流通、販売に必要な機械 

(2) 施設の整備等に要する経費 

    農産物の生産に必要な施設 

(3) 果樹の新植・改植、花き等の種苗等の導入に要する経費 

  花き等の種苗等：複数年使用するもの 

(4) 家畜の導入に要する経費 

家畜：肉専用繁殖雌牛、搾乳用雌牛、豚 

(5)農地又は採草牧草地の確保 

  農地又は採草牧草地の賃借に要する経費 

２ 補助率等：１／３以内。ただし、将来原子力被災 12 市町村に帰還し

て農業経営を再開する意志がある場合は３／４以内。 

３ 補助対象経費の上限額：1,000 万円 

申請方法等 
避難元市町村が申請窓口となりますので、避難元市町村までお問い合わ

せ下さい。 

問い合わせ先 

最寄りの農林事務所（農業振興普

及部・農業普及所にお問い合わせ

ください。） 

福島県農業振興課 

福島県県北農林事務所 

福島県県中農林事務所 

福島県県南農林事務所 

福島県南会津農林事務所 

福島県会津農林事務所 

福島県相双農林事務所 

福島県いわき農林事務所 

電話番号 

 

 

 

０２４－５２１－７３４４ 

０２４－５２１－２６０３ 

０２４－９３５－１３０１ 

０２４８－２３－１５６１ 

０２４１－６２－５６４４ 

０２４２－２９－５３０１ 

０２４４－２６－１１４８ 

０２４６－２４－６１５４ 
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⑧ 福島県高付加価値産地展開支援事業（推進事業） 

対 象 者 農業者の組織する団体等 

予 算 額 ２５８，１９１千円 

事業の内容 

原子力被災 12 市町村の営農再開の加速化に向け、生産と流通・加工等

が一体となった高付加価値産地を創出するため、産地の核となる拠点事

業者向けの農産物生産に必要となる農業機械のリースや、新たに必要と

なった生産資材の導入等に必要な経費を支援します。 

１ 対象経費 

（1）農業機械・園芸用施設のリース導入 

（2）生産資材の導入 

（3）家畜の導入 

（4）高収益作物の導入・新たな栽培技術及び ICT の導入に向けた実証 

（5）規格の統一や効率的な出荷体制の構築に向けた検証 

（6）耕畜連携・コントラクターの育成支援 

（7）人材育成・確保 

２ 補助率等 

機械等リース 国３／４以内、県１／４以内 

機械等リース以外 定額（家畜の導入は上限単価あり） 

申請方法等 農業振興課へ御相談ください。 

問い合わせ先 福島県農業振興課 電話番号 ０２４－５２１－７３４４ 

 

 

○雇用・就労支援 

① 就職支援 

対 象 者 
首都圏から県内への就職希望者及び震災で離職された方で県内就職を

希望する方 

予 算 額 ２４０，４４７千円 

事業の内容 

 被災者の生活再建を支援するため、県が設置した就職支援施設による 

就職相談や職業紹介を行い、就職を支援します。 

 

・ふくしま生活・就職応援センター(巡回・窓口相談) 

郡山事務所：郡山市駅前１－１４－２１ 郡山花椿ビル８階 

℡０２４－９２５－０８１１ 

白河事務所：白河市郭内１ ＮＴＴ白河ビル１階 

℡０２４８－２７－００４１ 

会津若松事務所：会津若松市南千石町６－５会津若松商工会議所会館２階 

℡０２４２－２７－８２５８ 

南相馬事務所：南相馬市原町区南町１－１ 松本ビル２階 

℡０２４４－２３－１２３９ 

いわき事務所：いわき市平字梅本１５ 県いわき合同庁舎西分庁舎１階 

℡０２４６－２５－７１３１ 

富岡事務所：双葉郡富岡町小浜５５３番地２ 富岡合同庁舎２階 

      ℡０２４０－２３－７８８０ 

・ふるさと福島就職情報センター（窓口相談） 
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福島窓口：福島市三河南町１－２０ コラッセふくしま２階 

℡０２４－５２５－００４７ 

東京窓口：東京都千代田区有楽町２－１０－１ 

東京交通会館８階 福が満開、福しま暮らし情報センター 

℡０３－３２１４－９００９ 

申請方法等  各窓口にてご相談ください。 

問い合わせ先 商工労働部雇用労政課 電話番号 ０２４－５２１－７２９０ 

 

 

② 離職者等対象の職業訓練の実施 

対 象 者 離職者等求職者 

予 算 額 ４４８，３５９千円 

事業の内容 

 離職された方々の早期就職を支援するため、就業に必要な技能及び知 

識を取得するための職業訓練を実施します。 

 

・対象者   公共職業安定所から受講あっせんを受けた離職者等 

・訓練コース 事務（一般事務、経理事務、医療事務）介護、 

建設機械運転、大型自動車運転 

 

申請方法等  県内各公共職業安定所にて御相談ください。 

問い合わせ先 商工労働部産業人材育成課 電話番号 ０２４－５２１－７８２９ 

 

 

③ 復興雇用支援事業 

対 象 者 震災により離職を余儀なくされた方など 

予 算 額 １，７９９，１１７千円 

事業の内容 

 雇用創出のための基金等を活用して、県や市町村が企業、ＮＰＯ法人へ

の委託により被災求職者を短期的・一時的に雇用し生活の安定を図りま

す。 

 また、被災求職者を雇い入れた中小企業等に対し、産業施策と一体とな

った雇用面での支援として、雇入経費や住宅支援費を助成します。 

申請方法等  下記問い合わせ先にお問い合わせください。 

問い合わせ先 商工労働部雇用労政課 電話番号 ０２４－５２１－７２９０ 

 

 

④ 男女共生センターチャレンジ支援相談事業 

 （就業や再就職、起業、内職等に係る相談） 

対 象 者 県民（就職・再就職・起業等を希望する方、内職を求めている方など） 

予 算 額 ２，０９８千円（県委託料の相談事業全体の予算） 
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事業の内容 

 就職・再就職・起業等を希望する方、内職を求めている方等からの相 

談を受け付けます。 

 

【実施場所及び実施日・時間】 

①郡山相談コーナー 

（県中地方振興局 県政相談コーナー内。郡山市麓山 1-1-1） 

月～木曜日 9 時～12 時、13 時～16 時 

 ②会津相談コーナー 

（会津地方振興局 県民環境部内。会津若松市追手町 7-5） 

  月～木曜日 9 時～12 時、13 時～16 時 

③いわき相談コーナー 

（いわき地方振興局 県政相談室内。いわき市平字梅本 15） 

  月～木曜日 9 時～12 時、13 時～16 時 

 ④二本松相談コーナー 

（福島県男女共生センター内。二本松市郭内一丁目 196-1） 

  火、金曜日 9 時～12 時、13 時～16 時 

 

【相談方法】電話・面接 

【実施主体】福島県男女共生センター 

申請方法等 下記問い合わせ先に御連絡ください。 

問い合わせ先 

①郡山相談コーナー 

②会津相談コーナー 

③いわき相談コーナー 

④二本松相談コーナー 

電話番号 

①０２４－９２７－４０３０ 

②０２４２－２９－５５８８ 

③０２４６－２２－６４００ 

④０２４３－２３－８３０７ 

 

 

⑤ 被災地の福祉・介護人材確保支援事業 

対 象 者 

相双地域等の介護施設等に就職を予定している方（１就職準備金貸付

事業，２新規採用職員就労支援事業，３中堅介護職員就労支援事業の併

給はできません） 

予 算 額 ６１，９５５千円 

事業の内容 

１ 就職準備金貸付事業 

  奨学金（研修受講料・就職準備金）を貸与するとともに、住宅情報

の提供を行い、住まいの確保を図ります。 

 

・事業主体 （社福）福島県社会福祉協議会 

・貸付額（無利子） 

  ① 研修受講料：１５万円以内 

  ② 就職準備金：３０万円または５０万円 

          （パートタイム職員は１５万円又は３０万円） 

③ 世帯赴任加算等：１２．５万円＋世帯人数×５万円 

  ④ 自動車輸送費用等加算：２０万円以内 

 

・貸付条件等 

① 介護職員初任者研修又は県が定める研修の受講 

② 福島県外及び避難地域からの避難者で、相双地域等（相双地域、
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いわき市及び田村市、避難指示解除区域）の介護施設等に勤務 

ただし、研修受講料については２年間、就職準備金については 

１年または２年間、当該施設に勤務した場合に返還を免除します。 

２ 新規採用職員就労支援事業 

新卒の介護職員の確保のため、浜通り及び田村市の介護施設等で新

規採用護職員が６か月以上就労した場合に支援金を支給する。 

① 支給対象者 

県内（避難者以外）の者で、施設等の新規採用職員 

② 支給内容 

１人当たり１０万円とする。（１回限り） 

３ 中堅介護職員就労支援事業 

浜通り及び田村市の施設等で中堅介護職員が６か月以上就労した場

合に支援金を支給する。 

① 支給対象者 

県内（避難者以外）の者で浜通り及び田村市の施設等に新た

に就職した介護福祉士 

② 支給内容 

１人当たり２０万円とする。（１回限り） 

４ 相双地方介護人材確保対策モデル事業 

福島県内及び他県の介護福祉士等養成校に相双地方から入学した者

に対し、住居費又は通学費、教材費等を貸付ける。 

① 貸付内容 

ⅰ 住居費  

月額上限 3.6万円 

ⅱ 通学費 

   実費額（通学定期代）                       

※ ⅰまたはⅱを選択 

ⅲ 教材費等（テキスト代及び被服費等） 

12万円を上限、1回限り。 

② 返還免除 

介護福祉士等養成校卒業後 1 年以内に相双地方の介護施設等

に就労し、以後３年間継続して介護業務に従事した場合 

申請方法等  下記問い合わせ先にお問い合わせください。 

問い合わせ先 
（社福）福島県社会福祉協議会

人材研修課 
電話番号 

 
０２４－５２６－００４５ 

 

 

⑥ ナースセンター事業 

対 象 者 看護資格を持ち、県内への就職を希望している求職者 

予 算 額 ４０，６５８千円 

事業の内容 

 福島県看護協会では、県からの委託を受け、就業を希望する看護職の 

方に対し、ナースバンク事業（無料職業紹介事業）を実施しています。 

  

就業先を探している看護職の方と、看護職を雇用したい施設がそれぞ 

れ登録することにより、求人情報の提供や就職相談、求人・求職者間の 

マッチングを行います。 

 また、看護職は離職時等に住所、氏名等の事項をナースセンターに届

け出ることが努力義務となっています。 
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 その情報をもとに、離職中の看護職の方とつながりを保ち、復職に向

けた研修・情報提供など状況に合わせた支援を行います。 

申請方法等 

 来所、郵送、インターネット（求職：e ナースセンター、離職：とど

けるん）いずれかの方法で登録できます。 

なお、来所の際は、下記問い合わせ先に事前連絡されることをお勧め

します。 

 【受付時間】 ８：３０～１６：３０ 

※土・日曜日、祝祭日、年末年始はお休みです。 

 また、県内ハローワークにおいて巡回就職相談も行っています。 

詳しくは、福島県ホームページ及び福島県看護協会ホームページを御

覧ください。 

 

問い合わせ先 （公社）福島県看護協会 電話番号 ０２４－９３４－０５００ 

 

３３３   暮暮暮らららしししののの支支支援援援   

○生活支援 

① 避難者見守り活動支援事業 

（被災者見守り・相談支援事業） 

対 象 者 県内の避難者 

予 算 額 ６８７，８４９千円 

事業の内容 

・概要 

  東日本大震災の被災地及び被災者を受け入れている地域において、

生活支援相談員等を配置するなど、被災者等に対する見守りや孤立防

止のための相談支援等を実施します。 

 

【事業例】 

生活支援相談員配置事業、総合相談支援センター運営事業、 

  被災者支援活動を行う民生児童委員に対する実費負担の補助等 

 

・実施主体 

  （社福）福島県社会福祉協議会、市町村民生児童委員協議会等 

 

・補助額及び補助率 

  １０／１０、知事が必要と認めた額 

 

申請方法等  下記問い合わせ先にお問い合わせください。 

問い合わせ先 保健福祉部社会福祉課 電話番号 ０２４－５２１－７３２２ 
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② 生活福祉資金の貸付 

対 象 者 
東日本大震災により被災した低所得世帯 

（震災により低所得となった世帯を含む） 

予 算 額 ５７，９４２ 千円 

事業の内容 

生活福祉資金の貸付は、厚生労働省の要綱に基づき都道府県社会福祉

協議会が実施する制度です。 

東日本大震災により被災した低所得者世帯の生活の復興を支援するた

め、生活福祉資金貸付制度の一つとして、当面の生活に必要となる経費

等の貸付けを行う「生活復興支援資金」の貸付を行っています。 

 

○ 生活復興支援資金の貸付 

 ・資金の種類 

  ア 一時生活支援費 

資金の使途：生活の復興の際に必要となる当面の生活費 

貸付限度額：（単身世帯）月１５万円以内（最大６ヵ月以内） 

           （複数世帯）月２０万円以内（最大６ヵ月以内） 

  イ 生活再建費 

資金の使途：住居の移転費用、家具什器費等 

貸付限度額：８０万円以内 

  ウ 住宅補修費 

資金の使途：住宅の補修費用 

貸付限度額：２５０万円以内 

 ・据置期間  貸付日から２年以内 

 ・償還期間  ２０年以内（貸付金額に応じて期間が異なります） 

 ・連帯保証人 原則１名必要（連帯保証人がいない場合も申請可能） 

 ・貸付金利子 無利子。ただし、連帯保証人を付けられない場合は、

年 1.5％の有利子となります。 

※ 生活再建費、住宅補修費の貸付の場合は、すでに発注、購入、支

払い済みの費用は対象外です。 

※ 災害弔慰金の支給等に関する法律に基づく災害援護資金貸付制度

に該当する世帯は、原則対象外となります。 

※ 生活再建するための居所が確定していない場合（親族・友人・知

人宅を転々としている場合など）は貸付対象とならない場合があり

ます。 

 

申請方法等 

・借入利用希望者の相談・申請窓口 

住民票のある（居住が確認できる）地域の市町村社会福祉協議会へ

ご相談、お申し込みください。 

避難されている場合は、現在お住まいの仮設住宅や借上げ住宅等が

所在する市区町村（県内外の避難先）の社会福祉協議会へご相談くだ

さい。 

なお、転居費用の借入を希望される場合は、転居予定先の市町村社

会福祉協議会へご相談ください。 

各社会福祉協議会の相談・申込受付時間：午前９時～午後５時（土、

日、祝日除く） 

問い合わせ先 （社福）福島県社会福祉協議会 電話番号 ０２４－５２３－１２５０ 
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③ 生活保護法による支援 

対 象 者 生活に困窮している方 

予 算 額 ３，０８６，０９５千円 

事業の内容 

生活保護は、生活に困窮している方に、最低限度の生活を保障すると 

ともに、積極的にそれらの方々の自立の助長を図ることを目的としてい

ます。 

保護は、国の定める最低生活費とその方の収入とを比較して、その方

の収入だけでは最低生活費に満たないときに、行われます。 

・保護の種類：生活扶助、教育扶助、医療扶助、介護扶助、出産扶助、 

       生業扶助、葬祭扶助、住宅扶助  

 

申請方法等 
 お住まいの仮設住宅等の所在地を管轄する福祉事務所（町村部は県保 

健福祉事務所、市部は市福祉事務所）が相談・申請先となります。 

問い合わせ先 保健福祉部社会福祉課 電話番号 ０２４－５２１－７３２３ 

 

④ 福島県勤労者支援融資制度 

対 象 者 県内に居住又は県内企業に勤務する労働者 

予 算 額 ５０，０００千円 

事業の内容 

勤労者福祉資金融資制度 ※１ 

 使途：災害復旧、医療にかかる臨時応急に必要な資金 

    育児・介護に必要な費用及び育児・介護休業取得中の生活費 

 融資限度額：100 万円 

 償還期間：7 年以内 

 貸付利率：1.25% 

勤労者教育資金融資制度 ※１ 

 使途：教育にかかる臨時応急に必要な資金 

 融資限度額：300 万円 

 償還期間：10 年以内（据置期間：就学予定期間かつ 6 年以内） 

 貸付利率：1.55% 

勤労者生活資金融資制度 ※１ 

 使途：冠婚葬祭にかかる臨時応急に必要な資金 

 融資限度額：100 万円 

 償還期間：7 年以内 

 貸付利率：2.75% 

勤労者自動車資金融資制度 ※１ 

 使途：自動車(福祉車両に限る。)等の購入や関連諸費用にかかる必要

な資金  

 融資限度額：200 万円 

 償還期間：7 年以内 

 貸付利率：1.55% 

求職者緊急支援資金融資制度 ※２ 

 対象者：事業主都合により失業し求職中の方 

 使途：求職活動中に必要とする生活資金  

 融資限度額：100 万円 

 償還期間：5 年以内 
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 貸付利率：0.75% 

※1 担保不要、日本労信協保証（保証料は東北労働金庫が負担する） 

※2 担保不要、保証人 1 名必要、日本労信協保証（保証料別途） 

その他労働金庫及び保証機関の基準を満たすことが必要です。 

申し込み方法 東北労働金庫 福島県内各支店へお申し込みください。 

 ℡０１２０－１９１９－６２ 

問い合わせ先 商工労働部雇用労政課 電話番号 ０２４－５２１－７２８９ 

 

 

○コミュニティ形成 

① 生活拠点コミュニティ形成支援事業 

対 象 者 復興公営住宅入居者 

予 算 額 １９４，７９７千円 

事業の内容 

復興公営住宅に入居されている方々が新たな環境の中で安心して暮

らすことができるよう、コミュニティ交流員を配置し、入居者同士や地

域住民との交流活動等を促進する。 

問い合わせ先 避難地域復興局生活拠点課 電話番号 ０２４－５２１－８３０６ 

 

 

② ふるさとふくしま交流・相談支援事業 

（民間団体が行う避難者支援事業への補助） 

対 象 者 県外の避難者支援団体等 

予 算 額 ２７５，０００千円 

事業の内容 

○概要 

 県外避難者が避難先で安心して暮らし、生活再建や帰還につながるよ

う、相談、見守り、交流の場の提供など、民間団体が避難者の実情に応

じた支援事業を行う場合、その事業経費を補助する。 

○補助金名 

 福島県県外避難者帰還・生活再建支援補助金 

 

○補助額及び補助率 

１０／１０以内で、知事が必要と認めた額 

 

申請方法等 
詳細は、避難者支援課ホームページを御覧いただくか、下記問い合わ

せ先にお問い合わせください。 

問い合わせ先 避難地域復興局避難者支援課 電話番号 ０２４－５２３－４２５０ 
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③ ふるさとふくしま交流・相談支援事業  

（県外への復興支援員の設置） 

対 象 者 県外避難者 

予 算 額 ６０，４８０千円 

事業の内容 

○概要 

 関東各都県・山形県・新潟県に復興支援員を設置し、県外避難者担 

当職員と共に避難者に対する戸別訪問や相談対応等を行う。 

令和４年度は、埼玉県、東京都、千葉県、神奈川県、山形県、茨城

県、新潟県、栃木県の８都県に設置しています。 

○主な活動内容 

 ・避難者に対する戸別訪問、避難者への情報提供・相談対応 

 ・避難元・避難先自治体や民間支援団体等との連携・情報共有 

申請方法等 
復興支援員への個別相談を希望される方は、下記問い合わせ先に御連

絡ください。 

問い合わせ先 

①（埼玉県） 

埼玉県労働者福祉協議会 

②（東京都） 

 （１）東京公認臨床心理師協

会内 

 （２）東京社会福祉士会内 

③（千葉県） 

  千葉県社会福祉協議会内 

④（神奈川県） 

  神奈川県臨床心理士会 

⑤（山形県） 

  山形県社会福祉協議会内 

⑥（茨城県） 

  茨城県社会福祉協議会内 

⑦（新潟県） 

  新潟県社会福祉士会内 

⑧（栃木県） 

とちぎボランティアネットワーク内 

⑨避難地域復興局避難者支援課 

電話番号 

①０４８－８１４－１１１１ 

 

② 

（１）０３－３８１８－１１７６ 

 

（２）０３－５９４４－８４６６ 

③０４３－２０４－６０１０ 

 

④０４５－７１６－６４４０ 

（留守番電話対応） 

⑤０２３－６２６－１６２２ 

 

⑥０２９－２４１－１１３３ 

 

⑦０２５－２８１－５５０２ 

 

⑧０２８－６２２－００２１ 

 

⑨０２４－５２３－４１５７ 

 

 

 

④ ふるさとふくしま交流・相談支援事業 

（生活再建支援拠点の設置） 

対 象 者 県内外の避難者 

予 算 額 ２２８，５４５千円 

事業の内容 
○概要 

県外避難者に対し、身近な場所で相談できる場として全国２６カ所
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に生活再建支援拠点を設置するとともに、県内にも相談窓口（ふくし

まの今とつながる相談室ｔｏｉｒｏ）を設置し、避難者が抱える課題

にきめ細かく対応する。 

○業務内容 

・県外避難者が避難先で直接相談できる「生活再建支援拠点」の設置

（全国２６ヶ所） 

・全国各地で県外避難者へ本県の支援策の情報等を提供する相談会、

交流会等の開催 

・ふくしまの今とつながる相談室 toiro の設置 

 

申請方法等 

○全国の生活再建支援拠点 

下記のＨＰに各地域の生活再建支援拠点の連絡先が掲載されておりま

すので、ご活用ください。 

ふくしま連携復興センター 生活再建支援拠点 検索 

https://f-renpuku.org/support-base/ 

 

○「ふくしまの今とつながる相談室 toiro 」(一般社団法人ふくしま連携

復興センター) 電話番号 ０２４－５７３－２７３１ 

 

問い合わせ先 避難地域復興局避難者支援課 電話番号 ０２４－５２３－４１５７ 

 

 

⑤ ふるさとふくしま交流・相談支援事業 

（民間団体が行う県内避難者・帰還者支援事業への補助） 

対 象 者 県内避難者・帰還者の支援に取り組む支援団体 

予 算 額 １７７，０００千円 

事業の内容 

○概要 

 震災により県内に避難中の方や帰還した方が、主体的に参加し、人と

人とのつながりや生きがいを持つための、民間団体による避難者・帰還

者の実情に応じた支援事業について、その事業経費を補助する。 

○補助金名 

 福島県県内避難者・帰還者心の復興事業補助金 

○補助額及び補助率 

  １０／１０以内で、知事が必要と認めた額。 

申請方法等 
詳細は、避難者支援課ホームページを御覧いただくか、下記問い合わ

せ先にお問い合わせください。 

問い合わせ先 避難地域復興局避難者支援課 電話番号 ０２４－５２３－４２５０ 

 

 

⑥ 地域創生総合支援事業 （サポート事業） 

対 象 者 民間団体等 

予 算 額 ２３９，０００千円 

https://f-renpuku.org/support-base/
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事業の内容 

 民間団体等が行う広域的・先駆的・モデル的な事業で、かつ国、県等 

の既定施策の中で措置することが困難な事業に対して、補助金を交付し 

ます。 

・補助率 ２／３以内 

・補助額 上限５００万円 

申請方法等  下記問い合わせ先にお問い合わせください。 

問い合わせ先 

企画調整部地域振興課 

県北地方振興局地域づくり・商工労政課 

県中地方振興局地域づくり・商工労政課 

県南地方振興局地域づくり・商工労政課 

会津地方振興局地域づくり・商工労政課 

南会津地方振興局地域づくり・商工労政課 

相双地方振興局地域づくり・商工労政課 

いわき地方振興局地域づくり・商工労政課 

電話番号 

０２４－５２１－７１１８ 

０２４－５２１－２６５７ 

０２４－９３５－１３２３ 

０２４８－２３－１５４６ 

０２４２－２９－５２９２ 

０２４１－６２－５２０５ 

０２４４－２６－１１１７ 

０２４６－２４－６００７ 

 

 

⑦ ふるさと・きずな維持・再生支援事業 

対 象 者 ＮＰＯ法人等の地域活動団体 

予 算 額 ９４，７９８千円 

事業の内容 

 

 ● ＮＰＯ法人等またはＮＰＯ法人等が主体となった協議体（地方自

治体が構成員に含まれていること）が行う、震災・原発事故からの

復興支援活動等に効果のある取組（風評被害対策、復興支援活動、

中間支援活動）に対して補助金を交付します。 

● 補助率  ９／１０以内 

● 補助額  上限額：１０，０００千円 

       (平成２８年度以降に本事業を実施した団体は 

９，０００千円) 

        下限額： １，０００千円（概ね） 

 

申請方法等  下記問い合わせ先にお問い合わせください。 

問い合わせ先 文化スポーツ局文化振興課 電話番号 ０２４－５２１－７１７９ 

 

 

○情報提供 

① ふるさとふくしま情報提供事業  

対 象 者 県内外の避難者等 

予 算 額 １８９，１４９千円 

事業の内容 

○ふるさとふくしま情報提供事業 

避難した県民に対して、ふるさととのつながりを保ち、生活再建や帰

還に役立てることを目的に福島の現状を伝える事業を実施します。 
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１ 地元紙提供事業 

  地元紙（福島民報・福島民友）の送付（46都道府県の公共施設等へ

週２回送付） 

２ 広報誌送付事業 

 国、県、市町村等の広報誌やお知らせ等の送付 

※原発避難者特例法に基づく１３指定市町村からの避難者及びそれ以

外の市町村からの県外避難者 

３ 地域情報紙発行事業（「ふくしまの今が分かる新聞」） 

  地域情報紙「ふくしまの今が分かる新聞」の発行（隔月発行） 

（主な掲載内容） 

 ・復興公営住宅を始めとした、生活インフラ等の整備、復旧 

 ・生活再建、健康・心のケア、教育・子育て支援等 

 ・避難元市町村の復興に向けた動き 

 ・帰還した方、移住してきた方へのインタビュー 

 ・その他、避難されている方々の関心の高いタイムリーな情報 など 

 （送付先） 

・避難先・元市町村や全国の受入先自治体、公共施設、ＮＰＯ等の支

援団体、広報誌送付事業を通じて避難世帯に提供しています。 

 

申請方法等 

１ 地元紙提供事業 

・地元紙の閲覧施設については、避難者支援課のホームページに掲載

しています。 

 ・新たに送付を希望される施設がございましたら、下記連絡先へご 

相談ください（個人への送付は不可）。 

 

２ 広報誌送付事業 

  下記問い合わせ先又は避難元市町村にお問い合わせください。 

 

３ 地域情報紙発行事業 

  バックナンバーについては、福島県の下記ＨＰに掲載しています。 

福島 今が分かる新聞 検索 

 https://www.pref.fukushima.lg.jp/site/portal/ps-wakarusinbun.html 

  なお、令和４年５月発行号から、帰還者等へのインタビューの様子 

 を YouTube 動画により配信しています。 

https://www.youtube.com/channel/UCG9mVEdnFkv0QV_pD6XJe0A 

問い合わせ先 避難地域復興局避難者支援課 電話番号 ０２４－５２３－４２５０ 

 

 

② 帰還支援アプリ 

対 象 者  避難地域や自主避難者の多い市町村の住民の方 

予 算 額 － 千円 

事業の内容 

 避難地域や自主避難者の多い市町村の住民の方へ、スマートフォンや

タブレットのアプリでふるさとの情報をお伝えします。 

 「AppStore」「GooglePlay」から「帰還支援」で検索し、ダウンロー

ド（無料）してご利用ください。 

https://www.pref.fukushima.lg.jp/site/portal/ps-wakarusinbun.html
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【掲載情報】 

イベント情報や施設情報など 

（学校､保育所､幼稚園､学童クラブ､福祉施設､病院､商店街､ 

公営住宅､役所などに関する情報） 

 

【掲載市町村】 

福島市、会津若松市、郡山市、田村市、川俣町、鏡石町、 

小野町、広野町、富岡町、葛尾村、飯舘村 

 

問い合わせ先 企画調整部デジタル変革課 電話番号 ０２４－５２１－７１３３ 

 

 

○治安対策 

① 防犯教室、防犯講話の開催 

対 象 者 災害・復興公営住宅等居住者 

予 算 額 － 千円 

事業の内容 
災害・復興公営住宅等の集会所等において、犯罪被害防止のための

防犯教室、防犯講話等を行います。 

申請方法等  下記問い合わせ先にお問い合わせください。 

問い合わせ先 

災害・復興公営住宅等所在地を

管轄する警察署又は福島県警

察本部生活安全企画課 

電話番号 

福島県警察本部 

生活安全企画課 

０２４－５２２－２１５１(代) 

 

 

 ② 巡回連絡等の戸別訪問活動による各種相談 ・ 要望の受理 

対 象 者 災害・復興公営住宅等居住の避難者 

予 算 額 － 千円 

事業の内容 

 交番･駐在所等の警察官による巡回連絡等の戸別訪問活動により、 

・各種相談・要望の受理 

・防犯広報紙の配布  

等を行います。 

申請方法等 下記問い合わせ先へお問い合わせください。 

問い合わせ先 

災害・復興公営住宅等所在地を管

轄する警察署又は福島県警察本部

地域企画課 

電話番号 

各警察署 

福島県警察本部地域企画課 

０２４－５２２－２１５１(代) 

 

 

○交通安全対策 

① 出前型・体験型交通安全教室の開催等による交通安全指導 

対 象 者 災害・復興公営住宅等居住者 
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予 算 額 － 千円 

事業の内容 

  災害・復興公営住宅等の集会所等で体験型の交通安全講習会を開催

するほか、災害・復興公営住宅等各戸を訪問し、個別訪問による交通

安全指導、交通安全教育活動等を行います。 

申請方法等 
 災害・復興公営住宅等において県警の支援が必要な際には、下記問い

合わせ先にお問い合わせください。 

問い合わせ先 

災害・復興公営住宅等所在地を管

轄する警察署又は福島県警察本

部交通企画課 

電話番号 

各警察署 

福島県警察本部交通企画課 

０２４－５２２－２１５１(代) 

 

 

○交通手段の確保 

① 市町村生活交通対策事業 

対 象 者 直営バス、委託バス、デマンド型乗合タクシー事業を実施する市町村 

予 算 額 １５４，０７０千円 

事業の内容 

 市町村が地域の実情に即し、住民の生活交通の確保を図ることを目的 

として主体的に行うバス事業やデマンド型乗合タクシー事業等に対して 

支援するものです。 

申請方法等 

・ 補助対象は、県が指定する路線、事業を対象とするため、運行を開

始しようとする日の１ヶ月前までに、事前に指定申請をします（随時

申請可）。 

・ 指定を受けた市町村は、１１月２０日までに所定の補助金申請書を

提出します。 

・ 過疎地域の指定や前年度の財政力指数、路線収支率に応じて、補助

率が８段階に区分され、運行欠損額に乗じて補助します。 

問い合わせ先 生活環境部生活交通課 電話番号 ０２４－５２１－７１７７ 

 

 

② 地域公共交通確保維持改善事業 （調査事業） 

対 象 者 東北運輸局長が指定した特定被災市町村 

事業等の名称 地域公共交通確保維持改善事業（調査事業） 

予 算 額 
－ 千円 

（東日本大震災の被災地の公共交通に対する支援として３５６百万円） 

事業の内容 

・ 地域の交通を維持するため、地域の実情に応じた生活交通等の運行

（有償運行のみ）の試験・調査を国が支援するものです。 

 

・ 指定市町村が実施する仮設住宅等と店舗や医療機関等を結ぶ日常生

活の移動手段について、仮設住宅の箇所数に応じて３，５００万円～

６，０００万円を上限に支援します。 

 

・ 平成２３年７月に東日本大震災の被災３県を対象に特例措置が設け

られました。特例措置が受けられる特定被災市町村は、年度毎に東北

運輸局長が指定します。 
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申請方法等 

 指定市町村等が計画を国に提出する必要があります。 

 申請方法等は、国の指示によることとなります。 

 

問い合わせ先 生活環境部生活交通課 電話番号 ０２４－５２１－７１７７ 

 

 

○移動支援 

① 警戒区域等からの避難者に対する高速道路無料措置 

対 象 者 

原発事故による避難者のうち、 

・警戒区域等を生活の本拠としていた方 

・特定避難勧奨地点の設定を受けた方 

予 算 額  国による支援措置 

事業の内容 

 原発事故による警戒区域等からの避難者に対する高速道路無料措置

は、平成２４年より、避難者の一時帰宅等を支援する目的で実施されて

います。 

 なお、令和４年４月１日から対象車種が「軽自動車等」・「普通車」・「中

型車」となります。大型車等の通行は、無料措置が適用されませんので、

ご注意ください。 

※事業主体は NEXCO です。 

 

○実施期間 令和５年３月末まで 

○対象走行 福島県内等の対象 IC を入口または出口とする走行 

（NEXCO 路線と一体で料金徴収がされないものは対象外） 

○留意事項 

現在、通行の迅速化と携帯性等の利便性向上のため、対象者にカード

（ふるさと帰還通行カード）を発行しており、平成３０年７月１日より

カードによる通行へ完全移行し、従前からの被災証明書等の提示による

通行はできなくなっております。 

 

申請方法等 
【カードの申し込みに関すること】 

避難元市町村にお問い合わせください。 

問い合わせ先 土木部高速道路室 電話番号 ０２４－５２１－７４４８ 

 

 

② 母子避難者等高速道路無料化支援事業 

対 象 者 

原発事故発生時に中通り、浜通り（避難指示区域等を除く）に居住し、

自主避難している母子避難世帯等（※）） 

※原発事故発生時に、福島県中通り及び浜通り（警戒区域等を除く）に居

住しており、避難して二重生活となっている母子避難者等（妊婦含む）及び

対象区域内に残る父親等であって、かつ、避難する子どもが 18 歳以下であ

ること。 

予 算 額 ４３，９９７千円 
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事業の内容 

 原発事故に伴う母子避難者等に対する高速道路の無料措置は、平成 

２５年より、避難して二重生活になっている家族の再会を支援する目的

で実施しています。 

○実施期間 平成２５年４月２６日～令和５年３月３１日 

○対象走行 避難元と避難先の最寄り IC（証明書記載）を入口および出 

口とする走行（途中下車不可。NEXCO 路線と一体で料金徴 

収がされないものは対象外） 

○対象車種 中型車以下（対象者が運転又は同乗している車両） 

○留意事項 

①令和４年４月以降、無料措置を利用する場合、令和４年度用の証明書

（有効期限：令和５年３月３１日まで）が必要になりますので、証明

書の切替えをお願いします。 

②避難元市町村へ帰還された世帯の方は、無料措置の対象外となります

ので、証明書を破棄してください。 

申請方法等 
【通行に必要な証明書の申請方法について】 

避難元市町村にお問い合わせください。 

問い合わせ先 避難地域復興局避難者支援課 電話番号 ０２４－５２３－４２５０ 

 

 

③ 原発事故の避難者に対するあぶくま高原道路の無料措置 

対 象 者 被災時に国が定める原発事故の警戒区域等に居住されていた避難者 

予 算 額 － 千円 

事業の内容 

原発事故による避難者（震災発生時に国が定める原発事故の警戒区域

等を生活の本拠としていた方、及び居住地が特定避難勧奨地点の設定

を受けた方）の帰宅・帰還を支援するため、有料区間の無料措置を実

施しています。 

・実施期間 平成２４年４月２８日～令和５年３月３１日 

申請方法等 
 対象車種や通行方法については、福島県道路公社ホームページに掲載 

しています。 

問い合わせ先 福島県道路公社 電話番号 ０２４８－４１－２１７１ 

 

 

 ④ 原発事故の母子避難者等に対するあぶくま高原道路の 

無料措置 

対 象 者 
「母子・父子避難等及びその経路に係る証明書」の避難元の最寄りの 

インターチェンジが矢吹ＩＣまたは小野ＩＣである避難者 

予 算 額 － 千円 

事業の内容 

原発事故発生時に福島県浜通り・中通り（原発事故による警戒区域等 

を除く）に居住しており、当該地域の外に避難して二重生活を強いられ

ている母子避難者等のうち、高速道路の無料措置で交付を受けた証明書

の避難元の最寄りインターチェンジが矢吹ＩＣまたは小野ＩＣである方

の帰宅・帰還を支援するため、有料区間の無料措置を実施しています。 
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・実施期間 平成２５年４月２６日～令和５年３月３１日 

申請方法等 
 対象車種や通行方法については、福島県道路公社ホームページに掲載 

しています。 

問い合わせ先 福島県道路公社 電話番号 ０２４８－４１－２１７１ 

 

 

 

４４４   心心心ととと体体体ににに関関関すすするるるこここととと   

○心のケア 

① 被災者の心のケア事業 

対 象 者 被災者、避難者等 

予 算 額 ５５７，５８２千円 

事業の内容 

「ふくしま心のケアセンター」の職員が、避難先住宅等を個別に訪問

し、相談・支援を行います。 

また、「ふくしま心のケアセンター」においては電話相談専用ダイヤル

を設け、県外からも電話相談を受け付けています。 

県外避難者向けには、心のケアの訪問相談や、県外避難者向けの相談

窓口を開設しています。 

申請方法等 

① 被災者相談ダイヤルふくここラインに御相談ください。 

② 県外避難者向け心のケアの訪問は、（一社）日本精神科看護協会へ申

し込みください。 

③ 県外避難者向けの相談窓口等、詳しくは障がい福祉課にお問い合わせ

ください。 

問い合わせ先 

① ふくしま心のケアセンター 

被災者相談ダイヤル 

ふくここライン 

（平日 9時～12時、13時～17時）、 

② （一社）日本精神科看護協会

（平日８時～１７時） 

③ 保健福祉部障がい福祉課 

電話 

番号 

①０１２０－７８３－２９５ 

 

 

 

②０１２０－３５７－２５７ 

（フリーダイヤル） 

③０２４－５２１－８２０４ 

 

 

 

② ひきこもり相談支援センター事業 

対 象 者 ひきこもりに悩まれている方や御家族 

予 算 額 ３０，０６０千円 

事業の内容 

 ひきこもりに関する悩みを抱える方や御家族からの相談に対応しま 

す。 

地域の保健・医療・教育・労働・福祉関係機関などが協力しながら、 

サポートしていきます。 

申請方法等 ・電話、来所、メール等により、気軽に御相談ください。 
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・相談日時：祝日・年末年始を除く火曜日～土曜日 ９時３０分～１７

時３０分 

  

問い合わせ先 福島県ひきこもり相談センター 電話番号 ０２４－５３９－８８８３ 

 

 

③ 子どもの心のケア事業 

対 象 者 被災した子どもたち及び子どもたちに接している保護者や支援者 

予 算 額 １４６，７４６千円 

事業の内容 

  アウトリーチによる相談支援や、支援者の養成研修の開催及び子ども

の心の相談会等への専門的人材の派遣を行うことにより、震災により

様々なストレスを受けた子どもたちに対する心のケアを行っています。 

また、子どもたちに接している保護者の悩みや思いを共有する交流会を 

開催しているほか、県外避難者に対しても継続的な支援を行っています。 

 

申請方法等  詳細は、下記問い合わせ先に御確認ください。 

問い合わせ先 こども未来局児童家庭課 電話番号 ０２４－５２１－８６６５ 

 

 

④ 女性のための相談事業 

対 象 者 女性 

予 算 額 １４，７７０千円 

事業の内容 

 女性のための相談支援センターにおいて、女性が抱えるあらゆる悩み 

への相談に対応します。 

 

申請方法等 

 電話及び来所による相談を行っています。  

※メールによる相談は行っておりません。 

 

問い合わせ先 女性のための相談支援センター 電話番号 ０２４－５２２－１０１０ 

 

 

⑤ 東日本大震災による女性の悩み・暴力相談事業 

対 象 者 女性 

予 算 額 １３，２５３千円  
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事業の内容 

 東日本大震災に起因する女性の様々な悩みについて、女性相談員によ 

る相談を行っています。 

 

・委託先 ＮＰＯ法人ウィメンズスペースふくしま 

・事業内容 

１ 電話相談 

実施日・時間：祝日を除く月～金曜日 １０時～１７時  

２ 面接相談 

実施日 

（郡山会場）第３日曜日：１０時～１７時 

（いわき会場）第２土曜日、第４水曜日 １３時半～１６時半 

申請方法等 電話による相談を行っています。 

問い合わせ先 
東日本大震災による女性のため 

の電話相談・ふくしま 
電話番号 

０１２０－２０７－４４０ 

（フリーダイヤル） 

 

 

⑥ 男女共生センター相談事業 

 （生活全般、法律関係、健康関係に係る相談） 

対 象 者 県民 ※カウンセリングは女性限定 

予 算 額 ２，０９８千円（県委託料の相談事業全体の予算） 

事業の内容 

○生活全般に係る相談  

①家族・夫婦・友人関係、学校・職場・地域での悩みなど、広く生活全

般に係る相談 

【実施日・時間】火・木～日曜日 9時～12時、13時～16時 

         水曜日 13 時～17時、18時～20時 

【相談方法】  電話、面接（予約制） 

【実施主体・実施場所】 

福島県男女共生センター(二本松市郭内一丁目 196-1) 

②【男性相談員による相談】家族・夫婦・友人関係、学校・職場・地域

での悩みなど、広く生活全般に係る相談 

【実施日・時間】火曜日 17時～20時 

【相談方法】  電話 

【実施主体・実施場所】 

福島県男女共生センター(二本松市郭内一丁目 196-1) 

○法律関係に係る相談 

 離婚による財産分与・慰謝料・親権、相続、金銭問題等の法律に関す

る相談 

【実施日・時間】毎月第３水曜日 13時 30分～15時 30分 

【相談方法】  面接（予約制） 

【相談員】   弁護士 

【実施主体・実施場所】 

福島県男女共生センター(二本松市郭内一丁目 196-1) 

○女性による女性のためのカウンセリング 

 ＤＶや性暴力被害等の女性が抱える深刻な問題に関する相談及び被害

者の心のケア 
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【実施日・時間】毎月第１金曜日 10時 00分～11時 00分 

毎月第３金曜日 13時 30分～14時 30分 

【相談方法】  面接（予約制） 

【相談員】   臨床心理士 

【実施主体・実施場所】 

福島県男女共生センター(二本松市郭内一丁目 196-1) 

申請方法等 
 電話及び来所による相談を行っています。 

詳しくは、下記問い合わせ先に御連絡ください。 

問い合わせ先 
福島県男女共生センター  

相談室 
電話番号 ０２４３－２３－８３２０ 

○健康管理 

① 被災者健康サポート事業 

対 象 者 被災者、避難者等 

予 算 額 １７３，９３１千円 

事業の内容 

 復興公営住宅入居者等被災者の健康状態の悪化予防や健康不安の解消

を図るため、また、被災市町村における被災者健康支援活動を支援する

ため、 

以下の各事業を実施します。 

【県内】 

１ 保健医療専門職雇用支援事業（市町村補助事業） 

   市町村が健康支援活動、保健活動に従事する保健医療専門職を中

長期的に雇用する際の費用に対して補助を行います。 

２ 福島県被災者健康支援体制整備事業（市町村補助事業） 

   市町村が被災者等への健康支援活動を実施する、又は、健康支援

活動の安定的・継続的な実施体制を整備するための事業経費に対し

て補助を行います。 

３ 被災者健康支援活動 

県保健福祉事務所及び同出張所が、被災市町村の意向をふまえ、

仮設や借上住宅、復興公営住宅等の健康要支援者への訪問支援及び

集会所等での保健指導、栄養指導、口腔ケア指導等の実施を支援し

ます。 

 

【県外】 

４ 県外避難者健診体制整備事業（市町村補助事業） 

市町村が県外避難者のがん検診や特定健診の受診機会を確保する

ため、全国展開している健診機関との契約を進める際の事務手数料を

補助します。 

 

申請方法等 

１・２・４ 福島県保健福祉部健康づくり推進課 

３ 下記問い合わせ先にご相談ください。 

問い合わせ先 

県北保健福祉事務所 

県中保健福祉事務所 

県南保健福祉事務所 

会津保健福祉事務所 

南会津保健福祉事務所 

電話番号 

０２４－５３４－４１０１ 

０２４８－７５－７８００ 

０２４８－２２－５４４１ 

０２４２－２９－５５０３ 

０２４１－６３－０３０２ 
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相双保健福祉事務所 

相双保健福祉事務所いわき出張所

保健福祉部健康づくり推進課 

０２４４－２６－１３２６ 

０２４６－２４－６１１８ 

０２４－５２１－７２３６ 

 

 

② 県民健康調査事業 

対 象 者 県民等（検査等の内容により、対象者は異なります。） 

予 算 額 ３，７８０，４９６千円 

事業の内容 

 東日本大震災や福島第一原発事故により、多くの県民が健康に不安を

抱えている状況を踏まえ、長期にわたり県民の健康を見守り、将来にわ

たる健康の維持・増進につなげることを目的とした「県民健康調査」を

実施しています。 

 

○甲状腺検査 

  チョルノービリ（チェルノブイリ）原発事故後に明らかになった健

康被害として、放射性ヨウ素の内部被ばくによる小児の甲状腺がんが

報告されたことから、福島県はチョルノービリに比べて放射性ヨウ素

の被ばく線量が低いとされていますが、子どもたちの甲状腺の状態を

把握し、健康を長期に見守るために、震災当時、概ね１８歳以下の方

を対象として、甲状腺検査を実施しています。 

  県外避難者の方も避難先の近隣で検査を受けられるように、全都道

府県の約１２０医療機関で受診できる体制を整備しており、県内にお

ける検査実施機関の拡充にも取り組んでいます。 

 

○健康診査 

  県民の健康を見守り、将来にわたる健康増進につなげることを目的

に、既存の健診制度を活用して健康診査を行っています。 

特に、避難区域等の住民を対象として、白血球分画等の項目を上乗

せした健康診査を、対象となる住民が県内外に避難している状況を踏

まえて、県内はもとより、各都道府県で受診可能な医療機関を充実さ

せるなどして実施しております。 

 

○ＷＢＣ（ホールボディカウンター）による内部被ばく検査 

内部被ばく検査については、県有車載型ＷＢＣにより県内各地で検

査しているほか、県外については、青森、茨城、滋賀、広島、愛媛、

長崎の大学病院等で受検できる体制を整備しています。 

 

申請方法等 詳細は、下記問い合わせ先に御連絡ください。 

問い合わせ先 

①福島県立医科大学放射線医学

県民健康管理センター 

②保健福祉部県民健康調査課 

電話番号 

①０２４－５４９－５１３０ 

 

②０２４－５２１－８２１９ 
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③ 福島県避難者検診体制整備事業 

対 象 者 県内に避難するがん検診の対象者で下記に該当する者 

予 算 額 ４，０６４千円 

事業の内容 

 避難元町村が避難先で実施するがん検診の未受診者を対象に、避難先の医

療機関でがん検診が受けられる体制を整備し、県内避難者のがん検診の受診

機会を増やします。 

○実施地区 

 福島市、郡山市、いわき市（予定） 

○実施町村 

 楢葉町、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村（予定） 

○実施地区別検診期間（予定） 

 

申請方法等 

受診可能な医療機関の情報や検診の申込み方法については、各実施町村の

がん検診の担当窓口へお問い合わせください。 

・楢葉町住民福祉課 ０２４０－２３－６１０２ 

・大熊町保健福祉課 ０２４０－２３－７４１９ 

・双葉町健康福祉課 ０２４６－８４－５２０５ 

・浪江町健康保険課 ０２４０－３４－０２４９ 

・葛尾村住民生活課 ０２４０－２９－２１１２ 

問い合わせ先 保健福祉部健康づくり推進課 電話番号 ０２４－５２１－７６４０ 

 

○高齢者・障がい者支援 

① 高齢者見守り等ネットワークづくり支援事業 

対 象 者 避難指示解除区域に居住する高齢者、障がい者（児）等 

予 算 額 ２００，３８２千円 

事業の内容 

避難指示解除区域に居住する高齢者等が孤立したり、生活機能の低下

を招くことがないよう、相談、介護、生活支援等の推進を図るため、以

下の事業を実施します。 

１ 避難指示解除区域等被災高齢者等生活支援事業  

   避難指示解除区域の市町村に居住する高齢者等が、安心して生活

できるよう高齢者等サポート拠点の設置運営等を支援します。 

申請方法等 下記問い合わせ先の各担当部署にお問い合わせください。 

問い合わせ先 保健福祉部高齢福祉課 電話番号 ０２４－５２１－７１６３ 

検診の対象者 
楢葉町、大熊町 
双葉町、葛尾村 

楢葉町、大熊町 
双葉町、浪江町 
葛尾村 

楢葉町、大熊町 
双葉町、浪江町 
葛尾村 

検診期間 令和 5 年２月 令和 5 年２月 令和 5 年２月 

検診の受付時期 
（検診開始の 
2 カ月前から） 

令和 4 年１２月～ 令和 4 年１２月～ 令和 4 年１２月～ 

福島市 郡山市 いわき市 

協力医療機関 福島市医師会 郡山医師会 いわき市医師会 
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○医療支援 

① 警戒区域等医療施設再開支援事業 

対 象 者 

１ 警戒区域等の医療機関 

２ 市町村及び医療関係団体等（仮設診療所等） 

３ 市町村から支援要請のある診療所 

予 算 額 ９４６，１０４千円 

事業の内容 

 原子力災害により休止等した旧警戒区域等の病院、診療所及び薬局の 

再開等のため、施設設備の整備や運営を支援しています。 

 また、市町村が旧警戒区域等に仮設診療所を開設する場合に施設設備 

の整備や運営を支援しています。 

申請方法等  地域医療課に御相談ください。 

問い合わせ先 保健福祉部地域医療課 電話番号 ０２４－５２１－７９１５ 
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５５５   子子子育育育ててて・・・教教教育育育のののこここととと   

○子育て支援 

① 産前・産後支援事業 

対 象 者 妊産婦、乳幼児を持つ保護者 

予 算 額 ２９，５３６千円 

事業の内容 

１ 電話相談 

・妊産婦や乳幼児を持つご家族の健康や育児に関する不安や悩み 

・母乳育児に対する不安や悩み 

・母乳検査の受け方 など 

２ 訪問相談 

助産師による訪問相談（御希望による）。 

３ 地域子育てサロン、交流会の開催 

４ 母乳放射線検査 

申請方法等 

 下記問い合わせ先に御相談ください。 

 相談受付時間は、月～金（祝祭日を除く）午前９時３０分から午後４

時３０分です。 

問い合わせ先 
ふくしまの赤ちゃん電話健康相

談窓口（福島県助産師会） 
電話番号 

フリーダイヤル 

０１２０－８０－２０５１ 

 

 

② 子ども健やか訪問事業 

対 象 者 県内に避難している児童を持つ御家庭 

予 算 額 ２，７００千円 

事業の内容 

 復興公営住宅等で避難生活をしている子どもを持つご家庭を、地域の 

子育て支援者等が訪問し、生活・育児等の相談に対応します。 

 

【訪問実施者】 

子ども健やか訪問員（保健師、助産師、看護師等） 

申請方法等  下記問い合わせ先に御相談ください。 

問い合わせ先 こども未来局子育て支援課 電話番号 ０２４－５２１－８２０５ 

 

 

③ 児童の養育相談 

対 象 者 １８歳未満の児童 

予 算 額 ９９，０５２千円 

事業の内容 
 児童相談所において、児童の養育に関するあらゆる相談に対応します。

（来所、電話） 

申請方法等 

 来所及び電話による相談を行っています。 

おいでいただく場合は、待ち時間を少なくするため、電話等で相談日・ 

時間を予約してください。 
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問い合わせ先 

こども未来局児童家庭課 

中央児童相談所 

県中児童相談所 

会津児童相談所 

浜児童相談所 

電話番号 

０２４－５２１－８６６５ 

０２４－５３４－５１０１ 

０２４－９３５－０６１１ 

０２４２－２３－１４００ 

０２４６－２８－３３４６ 

 

 

④ ふくしまキッズパワーアップ事業 

対 象 者 県内の小・中学生、特別支援学校小・中学部、社会教育関係団体 等 

予 算 額 ９１，５７３千円 

事業の内容 

 震災の経験を踏まえ、子どもたちに自然体験活動や福島ならではの体

験活動等を行う機会を提供し、豊かな人間性と生きる力の育成を図ると

ともに、主体的に福島の未来を切り拓くたくましい子どもを育むため、

県内において自然体験活動等を実施する団体に、宿泊費と活動費・交通

費を補助します。 

 

１ 小・中学校等の自然体験活動 

   県内の小・中学校、特別支援学校小・中学部が、県内で宿泊を伴

う自然体験活動や福島ならではの地域性を生かした体験活動等を行

う事業を対象とします。 

２ 小・中学生を対象とした社会教育団体の長期宿泊型自然体験活動 

（３泊４日以上） 

子ども会・スポ少・ＰＴＡなどの社会教育関係団体が、県内外で

長期宿泊を伴う自然体験活動や福島ならではの地域性を生かした体

験活動等を行う事業を対象とします。 

申請方法等 
 詳細は、県教育庁社会教育課のホームページを御覧になるか、電話で 

お問い合わせください。 

問い合わせ先 県教育庁社会教育課 電話番号 ０２４－５２１－７７９９ 

 

 

⑤ ふくしまからはじめよう。元気なふくしまっ子食環境 

整備事業 

対 象 者 学校、その他団体等 

予 算 額 １３，２６８千円 

事業の内容 

  子どもの適切な食品を選択する力や家庭等における豊かな食生活を実 

践する力を養うため、先進的な食育活動の実践者をサポーターとして登 

録し学校等に派遣するとともに、子どもやその保護者などが農林漁業体 

験等を通じて、豊かで健康的な食生活を実践するために、地域団体等 

が行う特色ある食育活動を支援します。 

 

１ 食育実践サポーター派遣事業 

食育体験、食生活改善、地域の食文化及び郷土食の伝承等の活動を

先進的に実践する方々を「食育実践サポーター」として登録し、子ど

もを対象とした食育推進に取り組む学校や地域団体等からの要請に応

じて派遣して支援活動を行います。 
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２ ふるさとの農林漁業体験支援事業 

子どもやその保護者などが、農林水産物の生産から消費までの流れ

を理解する農林漁業体験活動や安全安心の取組、放射能の正しい情報

を身につけるリスクコミュニケーション活動等を通じて、豊かで健康

的な食生活を実践するために地域団体等が行う特色ある食育活動を支

援します。 

  ・実施事業数 １１事業（予定） 

  ・その他   活動実績を取りまとめて広く紹介します。 

申請方法等 

 「食育実践サポーター」の派遣要請は、お近くの農林事務所に御連絡

ください。 

機関名 電話番号 

県北農林事務所 企画部 ０２４－５２１－２５９６ 

県中農林事務所 企画部 ０２４－９３５－１５１０ 

県南農林事務所 企画部 ０２４８－２３－１５７６ 

会津農林事務所 企画部 ０２４２－２９－５３６９ 

南会津農林事務所 企画部 ０２４１－６２－５２５２ 

相双農林事務所 企画部 ０２４４－２６－１１５３ 

いわき農林事務所 企画部 ０２４６－２４－６１５２ 
 

問い合わせ先 農林水産部農産物流通課 電話番号 ０２４－５２１－７３５４ 

 

○教育支援 （奨学金・就学支援など） 

① 東日本大震災子ども支援基金給付事業 

対 象 者 震災により親を亡くした児童等 

予 算 額 ６１，６７０千円 

事業の内容 

 東日本大震災により保護者が死亡又は行方不明となった児童（孤児・ 

遺児）の生活及び修学を支援します。 

 

・未就学児童          月額（孤児：30,000円、遺児：20,000円）  

・小・中学校に在籍する者  

月額（孤児：40,000円、遺児：30,000円）  

・高等学校等に在籍する者  

月額（孤児：50,000円、遺児：40,000円）  

・大学及び専門学校等に在籍する者   

月額（孤児：60,000円、遺児：50,000円）  

・小学校入学時給付金        30,000円 

・小学校卒業時給付金         50,000円 

・中学校卒業時給付金        100,000円 

・高等学校卒業時給付金      300,000円 

申請方法等  対象者にお送りする申請書により、県に直接お申し込みください。 

問い合わせ先 
こども未来局 

こども・青少年政策課 
電話番号 ０２４－５２１－７１９８ 
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② 被災児童生徒就学援助事業 

対 象 者 
東日本大震災等により被災し、経済的な理由により就学困難となった

児童生徒 

予 算 額 ３０６，９９２千円 

事業の内容 

県内市町村が実施する必要な学用品費、学校給食費等の就学支援に 

対して補助（補助率 10/10）を行い、義務教育（小・中学校）の教育

機会を確保します。 

 

対象費目：学用品費、通学費、修学旅行費、学校給食費等 

 

なお、各市町村では、罹災証明又は被災証明等及び聞き取りなどによ

り、被災状況と収入状況を確認します。 

 

申請方法等 

 お子様が通っている小・中学校を通して、各市町村教育委員会にお申 

し込みください。 

 

（備考）この制度は各都道府県で実施しておりますので、県外市町村に

避難している方も支援を受けることが可能です。  

問い合わせ先 

各小・中学校、 

お住まいの市町村教育委員会

又は県教育庁義務教育課 

電話番号 
県教育庁義務教育課 

０２４－５２１－７７９６ 

 

 

③ 私立学校の被災児童・生徒等に対する就学（園）支援 

対 象 者 私立学校（幼稚園、小学校、中学校、高等学校、専修学校、各種学校） 

予 算 額 ２３，４５９千円 

事業の内容 

 東日本大震災により被災した児童生徒等の就学(園)を支援するため、 

被災児童生徒等の授業料等減免措置を行った私立学校の設置者に対し 

て、減免相当額を補助金として交付します。 

 

 補助率 １０／１０（専修学校（高等課程を除く）・各種学校は２／３） 

 補助額 減免相当額 

（ただし、補助対象経費は学種ごとに上限額があります。 

また、被災状況に応じて補助月数が異なります。） 

 

申請方法等 
 私立学校ごとに授業料等減免要件が異なりますので、在籍校へ御相談 

ください。 

問い合わせ先 総務部私学・法人課 電話番号 ０２４－５２１－７０４８ 
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④ 高校等奨学資金貸付事業 （福島県奨学資金震災特例採用） 

対 象 者 

原子力災害被災地域において被災（警戒区域等からの避難等）し、経

済的理由により就学困難となった高等学校・専修学校（高等課程）、特別

支援学校高等部の生徒 

予 算 額 ４５，３３６千円 

事業の内容 

上記対象者へ奨学資金を貸与します。 

 

・貸与月額 国公立 自宅通学 18,000円 / 自宅外通学 23,000円 

      私 立 自宅通学 30,000円 / 自宅外通学 35,000円 

・貸与期間 採用年度における１年間 

・利子   無利子 

・保証人  連帯保証人１名（保護者） 

・返還   卒業後の本人の収入見込みにより、柔軟な返還免除 

制度があります。 

 

申請方法等 

 在学している学校を通じて願書に必要書類を添えて、申し込んでく 

ださい。 

 詳細は、下記問い合わせ先にお問い合わせください。 

問い合わせ先 
在学している学校 

又は県教育庁高校教育課 
電話番号 

県教育庁高校教育課 

０２４－５２１－７７７５ 

 

 

⑤ 介護福祉士等修学資金貸付事業 

対 象 者 
県内の福祉・介護事業所で就労するために、介護福祉士等の養成施設

で就学する学生 

予 算 額 － 千円 

事業の内容 

対象者に無利子で修学資金の貸付を行います。 

○貸付額  

①修学金  ：月額５万円以内  

②入学準備金：２０万円以内 

③就職準備金：２０万円以内 

④国家試験受験対策費用：４万円（年額） 

⑤生活費加算：４．２万円（月額） 

 

○貸付金の返還 

養成施設等を卒業後、定められた期日までに一括又は最長10年以

内の月賦により返還いただきます。 

ただし、以下の要件を全て満たす方については、返還債務を免除

します。 

① 養成施設等を卒業後１年以内に介護福祉士又は社会福祉士 

の資格を取得。 

② 福島県内の福祉施設等において介護又は相談援助業務等に 

５年間従事。 

申請方法等 
・ 在学する養成施設等を通じて、（社福）福島県社会福祉協議会へ申請

します。 
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・ 募集案内については、各養成所にお知らせするとともに、福島県社

会福祉協議会ホームページに掲載しています。 

問い合わせ先 （社福）福島県社会福祉協議会 電話番号 ０２４－５２３－１２５６ 
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６６６   税税税金金金のののこここととと   

○税金の減免等 

① 法人県民税 

対 象 者 東日本大震災により被災した法人 

予 算 額 － 千円 

事業の内容 

○制度概要 

 一定の要件を満たす場合に、申請により減免を受けることができます。 

 

○減免の対象年度 

 平成２３年３月１１日から平成２６年３月１０日までに終了する各事 

業年度分 

 

○申請対象法人 

 個別申請により平成２７年３月３１日以降申告・納付の期限延長措置 

を受けている法人 

 

○申請期限 

 個別申請により認められた申告納付期限 

 

申請方法等 
 申請書及び添付書類を各事業年度の確定申告の申告期限までに、管轄

の地方振興局県税部へ提出してください。 

問い合わせ先 

県北地方振興局県税部 

県中地方振興局県税部 

県南地方振興局県税部 

会津地方振興局県税部 

南会津地方振興局県税部 

相双地方振興局県税部 

いわき地方振興局県税部 

総務部税務課 

電話番号 

０２４－５２１－２６９２ 

０２４－９３５－１２５１ 

０２４８－２３－１５１７ 

０２４２－２９－５２５１ 

０２４１－６２－５２１４ 

０２４４－２６－１１２６ 

０２４６－２４－６０３２ 

０２４－５２１－７０６８ 

 

 

② 個人事業税 

対 象 者 東日本大震災により被災した個人事業者 

予 算 額 － 千円 

事業の内容 

○制度概要 

 一定の要件を満たす場合に、申請により減免を受けることができます。 

○減免の対象 

平成２２年中、または、平成２３年中の事業所得に係る個人事業税。 

※ すでに、平成２２年中、または、平成２３年中の事業所得に係る

個人事業税の減免を受けている方は、対象になりません。 

※ 震災により個人事業主が亡くなられた場合は、両年とも減免対象

となります。 
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申請方法等 

 「個人事業税減免申請書」及び「罹災証明書」などが必要となります。

なお、申請期限は、納税通知書に記載されている納期限までです。 

※ 納付時期が２回に分割されている場合は、最初の納期限までです。 

問い合わせ先 

県北地方振興局県税部 

県中地方振興局県税部 

県南地方振興局県税部 

会津地方振興局県税部 

南会津地方振興局県税部 

相双地方振興局県税部 

いわき地方振興局県税部 

総務部税務課 

電話番号 

０２４－５２１－２６９２

０２４－９３５－１２５１ 

０２４８－２３－１５１７ 

０２４２－２９－５２５１ 

０２４１－６２－５２１４ 

０２４４－２６－１１２６ 

０２４６－２４－６０３２ 

０２４－５２１－７０６８ 

 

 

③ 不動産取得税 

対 象 者 下記「事業の内容」のとおりです。 

予 算 額 － 千円 

事業の内容 

○制度概要 

１ 東日本大震災により被災した家屋に代わる家屋を取得した場合の

軽減措置 

地震又は津波により被災した家屋に代わる家屋（以下、「代替家屋」

といいます。）及び代替家屋の敷地を新たに取得した場合、一定の要

件を満たしていれば、軽減措置を受けることができます。 

・軽減措置の対象となる不動産 

令和８年３月３１日までに取得した代替家屋及びその敷地 

 

２ 避難指示区域内にある家屋に代わる家屋を取得した場合の軽減措       

 置 

原子力災害により、帰還困難区域、居住制限区域又は避難指示解

除準備区域（以下、「居住困難区域等」といいます。）内にある家屋

に代わる家屋（以下、「代替家屋」といいます。）及び代替家屋の敷

地を新たに取得した場合、一定の要件を満たしていれば、軽減措置

を受けることができます。 

・軽減措置の対象となる不動産 

【福島県内に取得した場合】 

居住困難区域等の指定が解除された日から４年を経過する日まで

に取得した代替家屋及びその敷地 

【福島県外に取得した場合】 

帰還困難区域又は居住制限区域の指定が解除された日から３ヵ月

（代替家屋が新築の場合は１年）を経過する日までに取得した代替

家屋及びその敷地 

※ 福島県外に取得した場合は、所在する都道府県にお尋ねくだ

さい。 

 

３ 被災した農用地に代わる農用地を取得した場合の軽減措置 

東日本大震災や原子力災害により、被災した農用地に代わる農用

地を取得した場合にも上記１、２と同様の制度があります。 
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申請方法等 管轄の地方振興局県税部に御確認ください。 

問い合わせ先 

県北地方振興局県税部 

県中地方振興局県税部 

県南地方振興局県税部 

会津地方振興局県税部 

南会津地方振興局県税部 

相双地方振興局県税部 

いわき地方振興局県税部 

総務部税務課 

電話番号 

０２４－５２１－２６９４ 

０２４－９３５－１２５４ 

０２４８－２３－１５１７ 

０２４２－２９－５２５４ 

０２４１－６２－５２１４ 

０２４４－２６－１１２５ 

０２４６－２４－６０３３ 

０２４－５２１－７０６８ 

 

 

④ 自動車税種別割 

対 象 者 下記「事業の内容」のとおりです。 

予 算 額 － 千円 

事業の内容 

○制度概要 

 原子力災害により被災した自動車 

１ 対象区域内自動車に係る自動車税種別割の特例 

東日本大震災における原子力災害により、自動車持出困難区域

又は警戒区域内（以下、「対象区域内」といいます。）に取り残し

てきた自動車を用途廃止による永久抹消登録等した場合などは、

申告により抹消日に関わらず平成２３年度以降の自動車税種別割

が課されません。 

 

２ 対象区域内に放置期間がある自動車に係る自動車税種別割の減免 

東日本大震災における原子力災害により、対象区域内に放置期

間があった自動車は、申請によりその期間に対応する月割分の自

動車税種別割の減免を受けることができます。 

申請方法等 管轄の地方振興局県税部に御確認ください。 

問い合わせ先 

県北地方振興局県税部 

県中地方振興局県税部 

県南地方振興局県税部 

会津地方振興局県税部 

南会津地方振興局県税部 

相双地方振興局県税部 

いわき地方振興局県税部 

総務部税務課 

電話番号 

０２４－５２１－２７０２ 

０２４－９３５－１２６１ 

０２４８－２３－１５１９ 

０２４２－２９－５２６１ 

０２４１－６２－５２１３ 

０２４４－２６－１１２７ 

０２４６－２４－６０２５ 

０２４－５２１－７０７０ 

 

 

⑤ 軽油引取税 

対 象 者 下記「事業の内容」のとおりです。 

予 算 額 － 千円 
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事業の内容 

○制度概要 

特別徴収義務者が所有する未課税軽油又は免税軽油使用者等が所有

する免税軽油が、東日本大震災などにより、流出、滅失、汚水等の冠

水等により本来の用途に使用できなくなった場合、手続きをすること

により軽油引取税が減免されます。 

 

申請方法等 
「軽油引取税減免申請書」などが必要となります。 

なお、申請期限は、納期限までです。 

問い合わせ先 

県北地方振興局県税部 

県中地方振興局県税部 

県南地方振興局県税部 

会津地方振興局県税部 

南会津地方振興局県税部 

相双地方振興局県税部 

いわき地方振興局県税部 

総務部税務課 

電話番号 

０２４－５２１－２６９９ 

０２４－９３５－１２６１ 

０２４８－２３－１５１９ 

０２４２－２９－５２６１ 

０２４１－６２－５２１４ 

０２４４－２６－１１２７ 

０２４６－２４－６０３７ 

０２４－５２１－７０７０ 

 

⑥ 特定復興産業集積区域に係る県税の課税免除 

対 象 者 

※次の①又は②の要件を満たす必要があります。 

①認定地方公共団体による指定を受けた個人事業者又は法人 

②認定復興推進計画に定められた対象業種を行う個人事業者又は法人 

予 算 額 － 千円 

事業の内容 

○制度概要 

認定地方公共団体の指定を受けた事業者（指定事業者）が、特定復

興産業集積区域内において、一定の事業用の施設等（機械･装置、建物・

建物附属設備、構築物）を取得して事業に用いた場合、申請により法

人事業税、個人事業税、不動産取得税などの課税免除を受けることが

できます。 

 

申請方法等 管轄の地方振興局県税部に御確認ください。 

問い合わせ先 

県北地方振興局県税部 

県中地方振興局県税部 

相双地方振興局県税部 

いわき地方振興局県税部 

総務部税務課 

電話番号 

０２４－５２１－２６９２ 

０２４－９３５－１２５１ 

０２４４－２６－１１２６ 

０２４６－２４－６０３２ 

０２４－５２１－７０６８ 

 

⑦ 福島復興再生特別措置法に係る県税の課税免除 

対 象 者 

※次の①から④のいずれかの要件を満たす必要があります。 

①避難解除等区域復興再生推進事業実施計画について県の認定を受けた

個人事業者又は法人 

②避難指示対象区域内に平成２３年３月１１日時点で事業所が所在して

いたことについて県の確認を受けた個人事業者又は法人 

③特定事業活動指定事業者事業実施計画を作成し、県の指定を受けた個

人事業者又は法人 

④新産業創出等推進事業実施計画を作成し、県の認定を受けた個人事業 
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者又は法人 

予 算 額 － 千円 

事業の内容 

○制度概要 

対象区域内において、一定の事業用の施設等（機械･装置、建物・建

物附属設備、構築物）を取得して事業に用いた場合、申請により法人

事業税、個人事業税、不動産取得税などの課税免除を受けることがで

きます。 

○申請期限 

対象者によって期限が異なるため、確認を受ける各地方振興局県税

部にお問い合わせください。 

 

申請方法等 管轄の地方振興局県税部に御確認ください。 

問い合わせ先 

県北地方振興局県税部 

県中地方振興局県税部 

県南地方振興局県税部 

会津地方振興局県税部 

南会津地方振興局県税部 

相双地方振興局県税部 

いわき地方振興局県税部 

総務部税務課 

電話番号 

０２４－５２１－２６８２ 

０２４－９３５－１２４１ 

０２４８－２３－１５１４ 

０２４２－２９－５２４１ 

０２４１－６２－５２１２ 

０２４４－２６－１１２４ 

０２４６－２４－６０３０ 

０２４－５２１－７０６９ 

 

⑧ 県税の減免・徴収猶予・納期限等の延長 

対 象 者 県税の納税義務者 

予 算 額 － 千円 

事業の内容 

○制度概要 

(1) 減免 

災害その他やむを得ない理由に該当する場合、申請により県税が減

額または減免されることがあります。（なお、減免の要件及び範囲は、

県税の種類によって異なります。） 

(2) 徴収猶予 

災害その他やむを得ない理由により、税金を一時に納付できないと

認められる場合には、申請により徴収が１年以内（最長２年まで）猶

予されます。 

(3) 納期限等の延長 

災害その他やむを得ない理由により、納期限までに申告や納税など

ができないとき、申請により期限が延長されます。 

申請方法等 管轄の地方振興局県税部に御確認ください。 

問い合わせ先 

県北地方振興局県税部 

県中地方振興局県税部 

県南地方振興局県税部 

会津地方振興局県税部 

南会津地方振興局県税部 

相双地方振興局県税部 

いわき地方振興局県税部 

総務部税務課 

電話番号 

０２４－５２１－２６８２ 

０２４－９３５－１２４１ 

０２４８－２３－１５１４ 

０２４２－２９－５２４１ 

０２４１－６２－５２１２ 

０２４４－２６－１１２４ 

０２４６－２４－６０３０ 

０２４－５２１－７０６９ 
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７ 各種相談窓口                       

 

 国等との連携により、住宅全般、放射線、原子力損害賠償、生活資金、雇用などについ 

ての各種相談窓口を設置しています。 

 

（一部再掲、他団体等設置のものを含む。） 

内容 連絡先（TEL） 設置場所 

◆災害（支援）に関する相談 

放射線に関する問い合

わせ窓口 

 

放射線被ばくの健康相

談窓口 

 

0120-988-359 

 

 

043-290-4003 

原子力規制委員会 福島県住民向け電話相談

窓口 ※年末年始を除く 

（8 時 30分～18時 15分：平日） 

（8 時 30分～12時    ：土日・祝日） 

(国研)放射線医学総合研究所 

（13時～16時：火・金 ※祝日は除く） 

被災者を対象とした 

無料法律相談窓口 

 

（福島） 

024-534-1211 

（郡山） 

024-925-6511 

（いわき） 

0246-25-0455 

県弁護士会（相談窓口） 

（14時～16時：平日） 

原子力損害の賠償等に

関する問い合わせ窓口 

024-521-8216 

 
福島県原子力損害対策課 

（8 時 30分～17時 15分：平日） 

※毎週水曜日（祝休日を除く）13 時～17 時は

弁護士による電話法律相談 

0120—013-814 原子力損害賠償・廃炉等支援機構（情報提供） 

（10 時～17 時：月～土※祝休日・年末年始を

除く） 

震災・原発事故につい

ての相談 

024-533-7770 福島県弁護士会 

原子力発電所事故被害者救済支援センター 

（10時～15時：平日） 

 弁護士の紹介 

原子力損害賠償の請求

手続き全般等の問い合

わせ窓口 

0120—013-814 原子力損害賠償・廃炉等支援機構（情報提供等） 

（午前 10時～午後 1時、午後２時～午後 5時：

月～土※祝休日・年末年始を除く） 

0120-926-404 

原子力損害賠償全般 

0120-926-596 

土地・建物・家財 

0120-722-251 

（FAX） 

東京電力ホールディングス(株)相談窓口（9 時

～19時：平日、9時～17時：土・日・休祝日） 

原子力損害賠償全般に関する問い合わせ 

（自主避難等含む） 

土地・建物・家財に関する問い合わせ 

耳が不自由な方への FAXによる問い合わせ 
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相談に対する総合相談

窓口（適切な窓口への 

案内が中心） 

 

 

024-573-2731 

「ふくしまの今とつながる相談室 toiro」 

(運営：（一社）ふくしま連携復興センター) 

（毎週月・水・金 10時～17時（祝祭日休み）） 

被災者の帰還・生活再

建に関する相談 

0120-303-059 被災者のくらし再建相談ダイヤル 

(平日 9時～17時) 
 

避難市町村家賃等支援

事業助成金に関する問

い合わせ窓口 

0120-900-775 福島県家賃等支援事務センター 

(平日 9時～18時) 

 

 

◆医療・福祉に関する相談 

【受付時間：注釈がないものは平日８時３０分～１７時１５分】 

医療に関する相談 024-522-4546 
福島県 地域医療課（9 時～12 時、13 時～16

時：平日） 

障がい者に関する各種

相談（障がい者 110番） 
024-528-7110 

障がい者社会参加推進センター 

（9 時 30分～17時：平日） 

高齢福祉に関する相談 024-521-7163 福島県 高齢福祉課 
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介護保険に関する相談 024-521-7745 福島県高齢福祉課 

国民健康保険に関する

相談 
024-521-7203 福島県 国民健康保険課 

後期高齢者医療制度に

関する相談 
024-528-9025 福島県後期高齢者医療広域連合 

児童福祉に関する相談 

024-534-5101 

024-935-0611 

0248-22-5648 

0242-23-1400 

0241-63-0309 

0246-28-3346 

0244-26-1135 

福島県 中央児童相談所 

〃  県中児童相談所 

〃    〃    白河相談室 

〃  会津児童相談所 

〃    〃    南会津相談室 

〃  浜児童相談所 

〃    〃    南相馬相談室 

（8 時 30分～17時 15分：平日） 

 

 

 

こころの健康に関する 

相談（精神的な悩みや 

問題等） 

 

 

 

 

 

0120-783-295 

0570-064-556 

 

 

 

 

 

 

024-534-4300 

0248-75-7811 

0248-22-5649 

0242-29-5275 

0241-63-0305 

0244-26-1132 

024-525-3746 

024-924-2163 

0246-27-8557 

 

 

 

024-536-4343 

 

 

0120-556-189 

 

 

 

0120-783-556 

 

ふくしま心のケアセンター(被災者相談ダイヤ

ル) 

こころのケア健康相談ダイヤル（福島県 精神

保健福祉センター） 

(9:00～17:00：平日) 

（県外からは 024-535-5560 へおかけくださ

い。0570-064-556 については平日 18:30～

22:30も相談可。受付は 22:00まで） 

福島県 県北保健福祉事務所 

〃  県中保健福祉事務所 

〃  県南保健福祉事務所 

〃  会津保健福祉事務所 

〃  南会津保健福祉事務所 

〃  相双保健福祉事務所 

福島市障がい福祉課 

郡山市保健所 

いわき市保健所 

 

LINE相談「こころつなぐ＠福島」 

毎日 18：00～22:00（受付は 21:30まで） 

スマートフォン、タブレット等で左記の２次元

コードを読み取るか、もしくは LINE アプリ上

で ID【@228dcnon】を検索して「友だち追加」

し相談。ただし、福島県在住、在勤、通学者か

らの相談に限る。 

福島いのちの電話（電話相談） 

（10時～22時（土日含む）、毎月第３土曜日の

み午前 10時～翌日午前 10時。） 

福島いのちの電話（ふくしま寄り添いフリーダ

イヤル）予約制電話。予約された日に福島いの

ちの電話から架電。相談時間 10：00～22：00。

予約の受付は 24時間。 

自殺予防いのちの電話（福島いのちの電話） 

16：00～21：00（土日含む）（毎月 10日のみ 8：
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https://www.fu

kushima-inochi

.com/email-con

sultation.html 

0120-279-226 

 

0120-279-338 

00～翌朝 8：00） 

福島いのちの電話（メール相談） 

左記メール相談フォームから受付（受付後５日

以内に返信） 

 

よりそいホットライン（福島･宮城・岩手県に

居住している方） 

よりそいホットライン(３県以外に居住してい

る方) 

女性の相談に関する 

窓口 

024-522-1010 

 

024-535-5615 

0248-75-7822 

0248-21-0067 

0242-27-4550 

0241-62-1700 

0244-26-1186 

 

 

0120-279-226 

 

0120-279-338 

 

 

 

 

0243-23-8320 

 

 

 

0120-207-440 

女性のための相談支援センター 

（9～21時 祝日と年末年始を除く） 

福島県 県北保健福祉事務所 

〃  県中保健福祉事務所 

〃  県南保健福祉事務所 

〃  会津保健福祉事務所 

〃  南会津保健福祉事務所 

〃  相双保健福祉事務所 

（以上、6機関 9:00～17:00：平日） 

 

よりそいホットライン(福島県、宮城県、岩手

県に居住している方 

よりそいホットライン(３県以外に居住してい

る方) 

※音声ガイドに従い「３」を選ぶと女性の相

談に繋がります。(24 時間全国フリーダイヤ

ル) 

男女共生センター（月曜日休館） 

 火・木～日 9～12時、13～16時 

 水     13～17時、18～20時 

【男性相談員による相談】 火 17～20時 

女性のための電話相談・ふくしま 

祝日を除く月～金 10～17時 

（全国フリーダイヤル） 

 

ひきこもりに関する 

相談 
024-539-8883 

福島県ひきこもり相談支援センター 

祝日・年末年始を除く火～土 9 時 30 分～17

時 30分  

 

 

◆生活に関する相談 

【受付時間：８時３０分～１７時１５分（土日除く）】 

教育に関する相談 
024-521-7759 

024-521-7755 

 

福島県教育庁 教育総務課 

 

県外に避難している

小・中学校の教育に関

024-521-7761 

024-521-7772 

 

福島県教育庁 義務教育課、高校教育課 
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する相談 ※福島県内の小・中学校への転学や高校進学な

ど教育に関する相談窓口や情報提供元のご案

内等 

 

文化財に関する相談 
024-521-7787 

024-534-9193 

福島県教育庁 文化財課 

ふくしま歴史資料保存ﾈｯﾄﾜｰｸ 

(福島県歴史資料館) 

生活福祉資金に関する

相談 
024-523-1250 （社福）福島県社会福祉協議会 

義援金に関すること 024-521-7322 福島県 社会福祉課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生活保護に関する相談 

 

 

 

024-534-4301 

0248-75-7813 

0248-22-5483 

0242-29-5281 

0241-63-0307 

0244-26-1136 

 

024-535-1111 

0242-39-1292 

0248-22-1111 

0248-88-8113 

0241-24-5228 

0244-37-2205 

0243-55-5111 

0247-81-2273 

0244-24-5243 

024-575-1264 

0243-24-5372 

024-924-2611 

0246-22-7459 

0246-54-2111 

0246-63-2111 

0246-43-2111 

0246-27-8693 

0246-32-2114 

0246-83-1329 

福島県 県北保健福祉事務所 

〃  県中保健福祉事務所 

〃  県南保健福祉事務所 

〃  会津保健福祉事務所 

〃  南会津保健福祉事務所 

〃  相双保健福祉事務所 

 

福島市福祉事務所 

会津若松市福祉事務所 

白河市福祉事務所 

須賀川市福祉事務所 

喜多方市福祉事務所 

相馬市福祉事務所 

二本松市福祉事務所 

田村市福祉事務所 

南相馬市福祉事務所 

伊達市福祉事務所 

本宮市福祉事務所 

郡山市福祉事務所 

いわき市平地区保健福祉センター 

いわき市小名浜地区保健福祉センター 

いわき市勿来・田人地区保健福祉センター 

いわき市常磐・遠野地区保健福祉センター 

いわき市内郷・好間・三和地区保健福祉センター 

いわき市四倉・久之浜大久地区保健福祉センター 

いわき市小川・川前地区保健福祉センター 

県税に関する相談 

（自動車税種別割・納税証

明書など） 

 

024-521-7070 

024-521-7069 

024-521-2680 

024-935-1235 

0248-23-1512 

0242-29-5235 

0241-62-5212 

福島県 税務課 

 〃 

福島県 県北地方振興局県税部 

〃  県中地方振興局県税部 

〃  県南地方振興局県税部 

〃  会津地方振興局県税部 

〃  南会津地方振興局県税部 

〃  相双地方振興局県税部 
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0244-26-1123 

0246-24-6024 

 

〃  いわき地方振興局県税部 

消費に関する相談 024-521-0999 

 

福島県 消費生活センター 

（月～金 9時～18時 30分 

第 4日曜 9時～16時 30分） 

 

英語・中国語による相

談 
024-524-1316 

 

（公財）福島県国際交流協会 

 受付時間 9時～17時（火～土） 

 

公害に関する相談 

（大気） 

 

024-521-7261 

 

 

福島県 水・大気環境課 

 

公害に関する相談 

（水・土壌） 
024-521-7258 福島県 水・大気環境課 

一般廃棄物・し尿処理

に関する相談 
024-521-7249 福島県 一般廃棄物課 

産業廃棄物、不法投棄

に関する相談 
024-521-7264 福島県 産業廃棄物課 

帰還に向けた放射線不

安相談に関する窓口 
080-2845-3905 

浪江町役場本庁舎１階 

E-mail: info2@fukushima-sanpai.jp 

被災者の住宅に関する

相談（県内） 
024-521-7698 

被災者住宅相談窓口専用ダイヤル 

(平日 9時 00分～17時 00分) 

応急危険度判定から 

復旧までの相談 
024-521-4033 

（一社）福島県建築士事務所協会 

(平日 8 時～17 時) ※相談には費用がかかり

ます。 

住宅再建支援（県の支

援事業）に関する相談 
024-521-7528 福島県 建築指導課 

不動産などの登記や 

戸籍の相談 
024-534-1111 福島地方法務局 

人権に関する相談 
0570-003-110 

0120-007-110 

法務省全国共通人権相談ダイヤル 

みんなの人権１１０番 

子どもの人権１１０番（通話料無料、IP 電話は接

続不可） 

(平日 8時 30分～17時 15分) 

性犯罪に係る被害の 

申告や相談 

＃8103 

(ｺﾏﾙﾐﾅｻﾝﾆ) 

0120-503732 

福島県警察本部 捜査第一課 
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行方不明者に関する 

相談 

024-522-2151 

(内線 3098) 

福島県警察本部 少年女性安全対策課 

(平日 8時 30分～17時 15分) 

震災による行方不明者

の捜索に関する相談 

024-522-2151 

（内線 5795 ） 

福島県警察本部 災害対策課 

(平日 8時 30分～17時 15分) 

警察安全相談窓口 
♯9110 

024-525-8055 

福島県警察本部 県民サービス課  

警察安全相談室  

安全運転相談窓口 

＃8080 

 024-591-4372 

 024-961-2100 

福島県警察本部 運転免許課 

福島運転免許センター 

郡山運転免許センター 

（平日 8時 30分～17時 15分） 

震災特例旅券の問い合

わせ窓口 
024-525-4032 福島県パスポートセンター 

 

◆経営・労働に関する相談 

【受付時間：８時３０分～１７時１５分（土日除く）】 

経営に関する相談 

024-525-4039 

024-954-4161 

 

(公財)福島県産業振興センター 

(公財)福島県産業振興センター 

「よろず支援拠点」 

中小企業等の二重債務

に関する相談 
024-573-2561 福島県産業復興相談センター 

避難先での事業再開や

経営上の悩みに関する

相談 

024-954-4162 
(公財)福島県産業振興センター郡山事務所 

「避難事業者等支援拠点」 

特定地域中小企業特別

資金に関する相談 
024-525-4019 (公財)福島県産業振興センター 

被災中小企業施設・設

備整備支援事業に関す

る相談 

024-525-4075 (公財)福島県産業振興センター 

労働に関する相談 0120-610-145 
福島県 雇用労政課「中小企業労働相談所」 

（平日：9時～16時） 
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就職に関する相談 

（就職相談・職業紹介） 

 

 

 

 

 

 

024-925-0811 

0248-27-0041 

0242-27-8258 

0244-23-1239 

0246-25-7131 

0240-23-7880 

 

024-525-0047 

 

03-3214-9009 

 

ふくしま生活・就職応援センター 

（月～土：10時～19時） 

[郡山事務所] 

[白河事務所]  

[会津若松事務所] 

[南相馬事務所］ 

[いわき事務所] 

[富岡事務所］（月～金：9時～17時） 

ふるさと福島就職情報センター 

[ジョブカフェふくしま]（福島窓口） 

（月～土：10時～19時） 

[福が満開、ふくしま暮らし情報センター]

（東京窓口）（火～日：10時～18時） 

（ひとり親家庭への就

業に関する相談） 

0120-650-110 

 

 

 

024-534-4118 

0248-75-7809 

0248-22-5647 

0242-29-5278 

0241-63-0305 

0244-26-1134 

福島県母子家庭等就業・自立支援センター 

（月～金：9時～17時） 

※母子家庭の母、父子家庭の父等の就職支援 

 

福島県 県北保健福祉事務所 

〃  県中保健福祉事務所（★） 

〃  県南保健福祉事務所（★） 

〃  会津保健福祉事務所（★） 

〃  南会津保健福祉事務所 

〃  相双保健福祉事務所 

※★印は、ひとり親家庭就業支援専門員を配置 

（看護職の就業に関す

る相談） 
024-934-0500 

福島県ナースセンター 

※福島県看護協会内 

（8時 30分～16時 30分  土日祝日除く） 

（介護施設等への就業

に関する相談） 
024-526-0045 （社福）福島県社会福祉協議会 

創業に関する相談 024-525-4048 

福島駅西口ｲﾝｷｭﾍﾞｰﾄﾙｰﾑ 

（13時～17時：土日を除く） 

※ｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝﾏﾈｰｼﾞｬｰ等の専門家が対応 

生活衛生営業に関する

融資・経営相談 
024-525-4085 （公財）福島県生活衛生営業指導センター 

 

 

◆農林水産業に関する相談       

            024-521-7319   福島県 農林企画課 

【受付時間：8時 30分～17時 15分（平日）】 
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◆国・県が管理する道路などに関する相談 

【受付時間：8時 30 分～17時 15分】 

国管理道路(国道 4

号、6 号、13 号、49

号) 

024-546-4331 
国土交通省 

福島河川国道事務所(平日) 

県管理道路に関する 

相談（上記以外の国

道、県道など） 

024-521-7473 福島県 道路管理課(平日) 


